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第１章 保健事業実施計画（データヘルス計画）の策定にあたって 

 
１．背景・目的 

 平成 25 年 6 月 14 日に閣議決定された「日本再興戦略」において、「全ての健康保険組合

に対し、レセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画と

して「データヘルス計画」の作成・公表、事業実施、評価等の取組を求めるとともに、市町村国

保が同様の取組を行うことを推進する。」とされた。 

 平成 26 年 3 月、国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針において、市町

村国保及び国民健康保険組合は、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的

かつ効率的な保健事業の実施を図るための保健事業の実施計画（データヘルス計画）を策定

したうえで、保健事業の実施・評価・改善等を行うものとされた。 

 その後、平成 30 年 4 月から都道府県が財政運営の責任主体として共同保険者となり、ま

た、令和 2 年 7 月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2020（骨太方針

2020）」において、保険者のデータヘルスの計画の標準化等の取組の推進が掲げられ、令和

4 年 12 月に経済財政諮問会議における「新経済・財政再生計画改革工程表 2020」におい

て、「保険者が策定するデータヘルス計画の手引きの改訂等を行うとともに、当該計画の標準

化の進展にあたり、保険者共通の評価指標やアウトカムベースでの適切なＫＰＩ（重要業績評

価指標）の設定を推進する。」と示された。  

 このように、全ての保険者にデータヘルス計画の策定が求められ、効果的・効率的な保健事

業の実施に向けて、標準化の取組の推進や評価指標の設定が進められている。  

 こうした背景を踏まえ、幅広い年代の被保険者の身体的な状況に応じた健康課題を的確にと

らえ、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実

施を図るための保健事業の実施計画（データヘルス計画）を策定した上で、保健事業の実施・

評価・改善等を行うものとした。 

 

２．計画の位置付け 

 保健事業の実施計画（データヘルス計画） (以下「計画」という。 )とは、被保険者の健康の保

持増進に資することを目的として、保険者が効果的・効率的な保健事業の実施を図るため、特

定健診等の結果、レセプトデータ等の健康・医療情報を活用して、ＰＤＣＡサイクルに沿って運

用するものである。 

 計画は、健康増進法に基づく「二十一世紀における第三次国民健康づくり運動（健康日本 21

（第三次））」を踏まえるとともに、京都芸術家国民健康保険組合が保有するレセプトデータや

特定健診データ情報などを活用・分析に、ＰＤＣＡサイクルに沿って計画的かつ効果的な事業

を実施する為、「特定健康診査等実施計画」と一体的に策定するものとする。  

 

３．計画期間 

本計画は令和 6 年 4 月 1 日から令和 12 年 3 月 31 日までの 6 年間とする。 
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４．計画のイメージ 

「データヘルス計画」の実施範囲（イメージ）  
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

５．計画のサイクル 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「データヘルス計画」 

KDB システムなどを活用した健診情報等の分析に基づく  

効率的・効果的な保健事業を PDCA サイクルで実施するための事業計画  

 

◎  共通基本分析（KDB システムの活用） 

  ・健診・レセプトデータの分析による健康特性把握  

   ・レセプト分析による医療費特性把握  

   ・被保険者の健康保持増進に対する意識づけ及び保健指導のための分析  

◎  健康課題、事業目的の明確化  

◎  目標値の設定 

◎  全般的・個別的な情報提供による意識づけ  

  ・自ら健診結果の内容や相対的な位置づけについて認識を持ってもらう  

   ・個々の状況に応じた健康増進活動の推奨や受診勧奨  

◎  特定健診・特定保健指導  

◎  保健事業の効果確認及び効果測定 

レベル１ 

 
◎  「レベル１」  

     ＋  

◎  重症化予防などの費用効果の  

  観点等を踏まえた保健事業の実施  

レベル 2 
 
◎  「レベル１」、「レベル２」  

     ＋  

◎  被保険者に応じたリスク別の健康管理  

 （それぞれに応じた保健事業の実施）  

レベル 3 
 

Plan(計画) 

・データ分析に基づく事業の立案  
 ◎健康課題、事業目的の明確化  
 ◎目標設定  
 ◎費用対策を考慮した事業選択  
 （例）被保険者に対する全般的・個別的な情報提供  

    特定健診・特定保健指導  

    重症化予防  

Act(改善) 

・次サイクルに向けて修正  

Do(実施) 

・事業の実施  

Check(評価) 

・データ分析に基づく  

 効果測定・評価  
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第２章 保険者の特性について 

 
 １  京都芸術家国民健康保険組合の状況 
 

１ .保険者の特性について（令和 5 年 10 月 31 日現在） 

(１)認可地域 

     京都府：京都府全域  

   大阪府：大阪市、高槻市、茨木市、枚方市、島本町、箕面市、豊中市、交野市  

       池田市、吹田市  

    奈良県：奈良市、生駒市、生駒郡斑鳩町  

   滋賀県：大津市、草津市、守山市、栗東市、近江八幡市、甲賀市内の内旧信楽町  

      兵庫県：西宮市、尼崎市、川西市、神戸市、伊丹市、洲本市  
 

(２)業態 

  当組合の組合員は京都府に所在する芸術家団体に所属し、芸能、美術、工芸、  

  伝統工芸、その他芸術関係の業務に専ら従事する個人事業主である。  

 

分野  業種  

芸能  
俳優、映画監督、シナリオ、演出（プロデューサー）、  

殺陣師、映画・舞台スタッフ（撮影、照明、記録、録音、道具など）  

美術  図案、日本画、表装  

工芸  陶芸、染織、金工、漆芸、諸工芸  

伝
統
工
芸 

京仏壇・仏具・仏像製作・仏具修理、京印章、手描友禅、染色、金彩、悉皆、刺しゅう、ローケ

ツ、絞り、型友禅、西陣織（綴織、ネクタイ、帯、綜絖、織物精錬、糸染、金糸、賃機）、組帯、

時代衣装、その他伝統工芸関連業種（下絵、彩色、引染、浸抜き、湯のし、かけつぎ、むし水

洗、地直し、仕立）、京人形、組紐、房撚、京扇子、京漆器  

そ
の
他
芸
術
関
係 

（上記職種の他に）  

音楽家（ピアノ講師、楽器奏者、音響など）、洋舞（クラシックバレエ、ジャスダンス）、映像制作、

アナウンサー、司会、タレント、スポーツコメンテイター、デザイナー（商業、服飾など）、コピーラ

イター、エッセイスト、文筆家、編集、美術出版、洋画家、マンガ家、レタリング、トレース、ディス

プレイ、彫刻家、蒔絵、仏画、写植、揮毫、華道、版画、版下、モール、フロッキー加工、竹製

品、竹細工、木彫、木工、革工芸、ガラス工芸、金箔押、捺染工芸、鎚起工芸、造形作家、舞台

装置、地図作家、舞台衣装の考案・着付、画廊経営（美術研究・評論）、額縁製造、革バッグ製

作、スタイリスト、武道具、紋様、友禅型彫刻、朗読、アートコーディネーター、翻訳業（芸術関

係）、写真撮影、写真師、書道、紋彫、コンピュータ製紋、ネイリスト、手描模様糊置、陶芸、絵付

け、邦楽、邦舞、アニメーター、ピアノ調律師、ビーズ織物工芸、家具デザイン製造、仏像彩色、

文化財複製、歌舞伎役者、劇団員、歌手、陶人形（土人形）、京焼・清水焼、茶道具、表具（掛け

軸）、伝統和紙、神仏具金物、鋳器、相撲明荷、神祗調度装束、装粧品（くし、かんざし、袋物、

和装小物）、結納品・儀式用品、パフォーマー、モデル、イラストレーター、楽器製造  

 

 (３)事業所の数：1,431 
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２．被保険者の特性 

 当組合の被保険者数は年々減少傾向にある。  

 年齢階層別被保険者数割合では、20 歳以下の層が最も多く、続いて 50 歳代の層が多くなっ

ている。男女別被保険者数割合では男性 50.49％、女性 49.51％と男性の割合が高くなってい

る。特に 50 歳代、70 歳代において男性の割合が女性よりも高くなっている。  

 

① 被保険者数：3,080 人 

② 男女別人数：男性 1,555 人（50.49％）／女性： 1,525 人（49.51％） 

③ 平均年齢：45.72 歳 

④ 年齢階級別被保険者 

 

 20 歳以下  30 歳代  40 歳代  50 歳代  60 歳代  70～74 歳  合計  

男性  347 人 97 人  280 人 349 人 295 人 187 人 1,555 人 

女性  371 人 113 人 290 人 330 人 304 人 117 人 1,525 人 

合計  718 人 210 人 570 人 679 人 599 人 304 人 3,080 人 

 

  【図 2－1. 男女別被保険者数割合】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （資料：京都芸術家国保データ  令和 5 年 10 月 31 日現在データより）  
 
 

   【図 2-2．被保険者数（組合員及びその他被保険者数）の推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
   （資料：京都芸術家国保データ）  
   ※その他被保険者とは組合員家族と従業員世帯全員被保険者の事。  

    （組合員数には継続組合員は含まない）  
 

11.3%

3.1%

9.1%

11.3%

9.6%

6.1%

12.0%

3.7%

9.4%

10.7%
9.9%

3.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳～74歳

男性

女性

1,576 1,534 1,504 1,489 1,474 1,448 

2,331 2,206 2,093 2,000 1,926 1,867 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

その他被保険者数

組合員数
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 ２  前期計画に係る考察 
 
１．特定健診受診勧奨事業 

事業目的： 未受診の対象者をなくしていく。特に若年層を中心に電話勧奨を実施することによ  

        り若年層の受診率を向上させる。 
 

事業内容 

① 受診勧奨はがきの送付 (実施時期：8 月～10 月、12 月～1 月) 

   (対象者)  8 月～10 月：未受診者のうち、一部の団体被保険者、  

          12 月～ 1 月：未受診者全員 
 

② 未受診者への管理栄養士・保健師による電話勧奨  (実施時期：通年) 

   (対象者) 40 歳～59 歳までの未受診者 

 

評価

項目  
評価指標  目標値  

ﾍﾞｰｽﾗｲ
ﾝ 

経年変化  総

合

評

価

※  

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
カ
ム 

特定健診  

実施率  
55％  44 .6% 45.8% 47.9% 45.5% 42.1% 46.4% 47.4% 

Ｂ 

特定健診実施率  

( 40 歳代～50 歳代）  

60％  

39 .6% 40.9% 45.7% 43.2% 39.0% 46.2% 47.2% 

(再掲 40 歳代）  39.2% 39.0% 46.7% 44.1% 40.4% 46.7% 48.9% 

(再掲 50 歳代）  40.1% 42.8% 44.6% 42.4% 37.8% 45.8% 45.8% 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

個人宅への架電  

人数  
1,400 人  1,231 人  1,112 人  547 人  820 人  0 人  177 人  608 人  

架電対象者  

人数  
- 1,399 人  1,322 人  1,290 人  1,275 人  1,240 人  1,217 人  1,199 人  

架電割合  - 88.0% 84.1% 42.4% 64.3% 0.0% 14.5% 50.7% 

(参考 )  

勧奨ハガキ  

送付数  

－  －  2,014 人  1,900 人  1,781 人  2,035 人  1,756 人  1,677 人  

事
業
全
体
の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・平成 28 年度、29 年度の架電人数が多いのは京都府在宅保健師の会の協力があったため。  

 （令和 30 年以降はなし）  

・令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、電話での勧奨は実施できなかった。  

・令和 3 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、電話での受診勧奨を開始したのが令和 4 年 1 月から 

 実施したため、架電人数は少なくなった。  

・京都府栄養士会に委託し受診勧奨を実施しているが特定健診受診率が目標受診率の 50％に達していない。  

・未受診者全員に受診勧奨のハガキは送付できている。  

・被保険者数の減少により対象者も減少した。アウトプットの評価指標が適切ではなかった。  

 40 代～50 代全員に架電するのはマンパワー的に難しいため、今後対象者の絞り込みを実施する必要がある。  
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今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・アウトプットの目標設定において「架電数」としていたが、次期計画においては勧奨実施割合で評価する等、  

 評価指標の検討を行う。           

・受診勧奨事業の方法について、より効果的な方法を検討していく必要がある。    

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

 
※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  
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２．特定保健指導利用勧奨事業 
 
事業目的： 電話勧奨を特定保健指導未利用者に実施することによって、特定保健指導の初回 

          利用を促す。 
 

事業内容 

① 特定保健指導事前調査の送付 (実施時期：通年) 

   (対象者) 特定保健指導対象者全員  
 

② 未受診者への管理栄養士による電話勧奨  (実施時期：通年) 

   (対象者) 特定保健指導未利用者全員  

 

評価

項目  
評価指標  目標値  

ﾍﾞｰｽﾗｲ

ﾝ 
経年変化  総

合

評

価

※ 

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
カ
ム 

特定保健指導

終了率  
30％  16 .9% 26.9% 16.5% 19.8% 23.8% 17.0% 15.5% 

Ｂ 

動機付 け支援

終了率  
- 16.4% 34.8% 16.1% 25.4% 28.8% 18.3% 20.8% 

積極的支援  

終了率  
- 17.6% 17.0% 17.5% 12.5% 14.3% 14.6% 5.3% 

特定保健指導

対象者減少率  
－  13 .3% 19.1% 25.2% 15.3% 16.8% 24.3% 18.9% 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

個人宅への架電

人数 (架電割合）  

120 人  

(95 .0%)  

89 人  

(71 .8%) 

91 人  

(76 .5%) 

98 人  

(77 .2%) 

30 人  

(27 .0%) 

0 人  

(0 .0%)  

87 人  

(77 .7%) 

82 人  

(74 .5%) 

利用調査票回収

件数 (回収割合）  
40％  

34 人  

(27 .5%) 

39 人  

(32 .8%) 

47 人  

(37 .0%) 

44 人  

(39 .6%) 

35 人  

(28 .7%)  

19 人  

(17 .0%) 

26 人  

(23 .6%) 

事
業
全
体
の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・令和元年度途中と令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、電話勧奨が全く行えなかった。   

・栄養士会にも依頼し受診勧奨を実施している。目標である 50％は達成していないが、指導事前調査票を送付  

 済みの対象者も対象者人数に含んでいるため、目標値は達成しない。      

・架電による勧奨にて意識調査を行っているため、調査票の回収率は悪くなる。   

・架電するきっかけとなり、対象者にも利用券を確認してもらえるため、意識調査票の回収する事業は有効である。  

・アウトプット評価指標が適切ではなかった。   

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・アウトプットの目標設定において「架電数」としていたが、次期計画においては勧奨実施割合で評価する等、  

 評価指標の検討を行う。           

・受診勧奨事業の方法について、より効果的な方法を検討していく必要がある。    

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  

 



１０ 

３．特定健診・特定保健指導インセンティブ事業  
 
事業目的： 特定健診・特定保健指導のインセンティブ制度を平成３０年度より新設し、被保険  

 者の受診意識を高めることで特定健診受診率および特定保健指導利用率の向上  

 を図る。  
 

事業内容： 特定健診(付加検診なし・単独)受診者を対象に 1,000 円～1,500 円相当の補助券・ 

        健康グッズ等(4 種類の内から 1 種類を選択)の健康ボーナスを進呈する。 
 

特定保健指導終了者を対象に 2,000 円～2,500 円相当の補助券・健康グッズ等 (4
種類の内から 1 種類を選択)の健康ボーナスを進呈する。 
 

評

価

項

目  

評価指標  目標値  

ﾍﾞｰｽﾗ

ｲﾝ 
経年変化  総

合

評

価

※  

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
カ
ム 

特定健診実施率  70% 44.6% 45.8% 47.9% 45.5% 42.1% 46.4% 47.4% 

Ｂ 

特定保健指導  

利用率  
30% 16.9% 26.9% 16.5% 19.8% 23.8% 17.0% 15.5% 

特定健診単独受診

者数  

649 人  288 人  251 人  223 人  204 人  226 人  176 人  169 人  

(35 .0%) (24 .6%) (21 .9%) (19 .1%) (18 .8%) (22 .9%)  (16 .7%) (16 .7%) 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

健診ボーナス贈呈

数（贈呈割合）  

－  －  －  174 人  169 人  184 人  150 人  162 人  

－  －  －  (78 .0%) (82 .8%) (81 .4%)  (85 .2%) (95 .9%) 

指導ボーナス贈呈

数  
－ － － 22 人  23 人  21 人  23 人  12 人  

事
業
全
体
の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・インセンティブ健康ボーナスを設定することにより、パート先等で受診した健診データの提出  

 率が増加した。また、ボーナス申込みの際に行っている調査で「ボーナスをもらえるため健診  

 を受診した（指導を受けた）」との回答が得られた。この状況から健康ボーナスを設定したこ  

 とをきっかけに健診の受診や指導の利用の増加に繋がった可能性がある。しかし、インセンテ  

 ィブ健康ボーナスによる具体的な効果データは数値として確認することはできていない。  

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・インセンティブ健康ボーナスの認知度がまだ低く、存在を知らない対象者がいる。特定健診や  

 特定保健指導利用につながる可能性があるため、インセンティブの認知度を上げる目的で周知  

 方法の検討や工夫をしていきたい。  

・被保険者のニーズを把握したうえで、インセンティブの内容の検討を引き続きおこなっていく。  

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  

 

 

 

 

 

 



１１ 

４．健康情報誌等の提供事業 
 
事業目的： データヘルス計画の分析結果に基づき、重点的に健康課題に対応した情報誌の配  

        布を行い、被保険者の健康増進、疾病予防につなげる。  

事業内容： 食生活、飲酒、運動に関する内容に関する冊子を年度内に 1 種以上配布する。  

 

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評

価  

項

目  

評価指標  

経年変化  総

合

評

価

※  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

食生活、飲酒、運

動に関する冊子等

の配布数 (割合 )  

1,923 件  

（100％）  

1,874 件  

（100％）  

3,652 件  

（100％）  

年度内  

2 回配付  

1,792 件  

（100％）  

3,545 件  

（100％）  

年度内  

2 回配付  

3,473 件  

（100％）  

年度内  

2 回配付  

A 

事
業
全
体
の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・健康づくりパンフレットについては、全世帯へ配付できた。  

・組合報に同封しているため、全被保険者が確認しているかは不明。  

・「パンフレットの配布による健康意識向上や健康増進、疾病予防への効果を評価する」ことが  

 難しい。         

・運動習慣がないことが健康課題であるため、運動に関するパンフレットは令和元年度、令和 3 年度～  

 令和 5 年度配付している。         

・アウトカム評価として特定健診質問票の間食・食べる速さ・飲酒・運動習慣が 1％改善することを  

 目標としていたが、本事業により得られる効果としては適切ではなったため評価できなかった。  

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・健康課題の傾向を把握し、そのデータを基にした健康情報誌等での情報提供事業については、  

 今後も継続していきたいと考える。  

（継続等について）  

      このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要  ・  継続要検討  



１２ 

5．健康料理教室・ウォーキング等健康教室事業  
 
事業目的： データヘルス計画の分析結果も含めた教室(保健指導等)を年 1 回は行い、被保険 

       者の健康保持と健康意識の向上に努める。  
 

事業内容： 料理教室：9 月、ウォーキング：10 月～12 月 

        (対象者)芸国被保険者全員のうち、希望者  
 

評

価  

項

目  

評価指標  目標値  

ﾍﾞｰｽﾗ

ｲﾝ 
経年変化  総

合

評

価

※  

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

健康教室実施  

件数  

1 回以上  

/年  

2 回  

/年  

1 回  

/年  

2 回  

/年  

3 回  

/年  

0 回  

/年  

0 回  

/年  

0 回  

/年  
B 

事
業
全
体
の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・ウォーキングを年度に 1 回実施。平成 29 年度は台風のため中止となった。   

・新型コロナウイルス感染症の影響により、令和 2 年度～令和 4 年度はウォーキング、健康教室  

 を開催することが出来なかった。  

・禁煙セミナーを検討していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により開催することができなかった。  

・料理教室の参加者からは普段の食生活に対する意識が変化した等、ウォーキング参加者からは普段  

 歩かない道を楽しく歩け、ストレス解消や運動不足解消になった等の意見があり事業の効果は出てい  

 ると思われる。  

・アウトカム評価として参加者の 70％の行動変容を目標としていたが、数値的なデータをとるこ  

 とが可能なのは健康料理教室のみであるため、本事業により得られる効果としては適切ではな  

 ったため評価できなかった。   

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・毎年度同じテーマではなく、健康課題に沿ったテーマの中で健康教室等の内容を検討し参加者の  

 行動変容を促す。  

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１３ 

６．後発医薬品差額通知事業 
 
事業目的： 後発医薬品差額通知の送付により先発薬剤から後発医薬品への切り替えを促し、  

        医療費適正化を目指す。  
 

事業内容： 通知時期：7 月、10 月、12 月、3 月 

   (対象者) 切り替えた場合の被保険者負担額が、300 円以上差額が出る 

         40 歳以上の被保険者 
 
 

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評

価

項

目  

評価指標  目標値  

ﾍﾞｰｽﾗ

ｲﾝ 
経年変化  

総

合

評

価

※  

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
カ
ム 

普及率  

（数量シェア）  
75% - 70.8% 74.9% 75.7% 76.8% 78.3% 79.4% 

Ａ 
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

後発医薬品  

差額通知回数  
年 4 回  年 4 回  年 4 回  年 4 回  年 4 回  年 4 回  年 4 回  年 4 回  

事
業
全
体
の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・計画通り、通知ができた。  

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・今後も継続して通知を実施することにより医療費適正化に取り組む。  

 

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  



１４ 

７．医療費通知事業 
 

事業目的： 医療費通知の送付により、不正や誤記録を予防し、医療費適正化を目指す。  

事業内容： 年に 6 回、医療費通知を世帯主宛に送付する。  

評

価

項

目  

評価指標  

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ  経年変化  総

合

評

価

※  

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

医療費通知回数  6 回  6 回  5 回  6 回  4 回  4 回  4 回  Ａ 

事
業
全
体
の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・通知回数は計画通り年度に６回とはいかなかったが、１年度分すべての医療費の通知は送付できた。  

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・今後は年に 4 回、医療費通知を送付する予定である。  

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１５ 

８．各種健康診査助成事業 

事業目的：  疾病の早期発見・早期治療のために、各種健康診査の受診者数を増加させ、各種

健康診査の検査項目であるがん検診やその他検診の受診率向上を目指す。 

事業内容：  

※金額はすべて税別  

 

 種別  対象者  事業の概要  

被 保

険 者

負 担

率  

実 施

時期  

実 施

体制  

①  半日ドック 

35 歳以上  

自己負担額：15,000 円  
差額(約 30,000 円)を組合が負担  

33 .3％  

通年  

健
診
機
関
に
委
託 

②  ミニドック  
自己負担額：5,000 円  
差額(約 20,000 円)を組合が負担  

20 .0％  

③  脳ドック 

自己負担：15,000 円（単独）  
       10 ,000 円（併用）  
健診費用の差額（約 26,000 円（単独）、
約 20,500 円 (併用)）は組合が負担  

37 .2％  
(単独 )  
32 .8％  
(併用 )  

④  肺ドック 
自己負担：10,000 円  
健診費用の差額（約 14,000 円）は組合
が負担  

41 .6％  

⑤  1 泊ドック  
自己負担：30,000 円  
健診費用の差額（約 35,000 円）は組合
が負担  

46 .2％  

⑥  ジャスト健診  

年度内に 35 ・
40・45・50・55・
60・65 歳に  
到達するもの  

 

自己負担：ミニドックが 0 円(無料)  
       半日ドックが 10,000 円  
ミニドックの健診費用 (約 25,000 円 )は組
合が負担  
半日ドックの健診費用の差額（ 35,000
円）を組合が負担  

－  
 

22 .2％  
 

⑦  
大協・京協集

団健診  

40 歳以上  

自己負担：0 円 (無料)  
健診費用全額（約 15,000 円）は組合が
負担  

－  春・秋  

⑧  
特定健診特別

コース  

自己負担：0 円  
健診費用全額 (約 13,000 円 )は組合が
負担  

－  通年  

⑨  
巡回型女性  

専用健診  

自己負担：0 円 (無料)  
健診費用全額 (約 21,000 円 )は組合負
担 (平成 30 年度～ )  

－  春・秋  

⑩  
契約医療機関

外健診  

特定健診を含む健診に対し上限 20,000
円まで助成。費用が 20,000 円未満の場
合は実費分。  

- 通年  

⑪  郵送検診  

大腸がん検診：便潜血検査   2 ,370 円  
肺  が  ん検診：喀痰検査     3 ,246 円 
子宮がん検診：子宮細胞診  
            50 歳以上  2 ,846 円  
            50 歳未満  2 ,646 円  
前立腺がん検診：  PSA 測定  3 ,146 円  
歯周病リスク検診：唾液検査   2 ,546 円  
自己負担：0 円 (無料)  
健診費用全額は組合が負担（平成 29 年
度～）  

－  秋  
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評

価

項

目  

評価指標  

目

標

値  

ﾍﾞｰｽ

ﾗｲﾝ  
経年変化  総

合
評
価
※ 

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
カ
ム 

受
診
率 

胃がん  

 (バリウム）  
- 8.3% 6.6% 9.0% 8.0% 9.5% 12.0% 10.5% 

Ｂ 

胃がん  

(胃カメラ）  
- 9.6% 11.4% 10.7% 11.2% 8.5% 10.2% 11.3% 

肺がん  

(胸部 X 腺）  
- 19.9% 20.0% 22.2% 22.0% 25.4% 30.2% 31.2% 

肺がん  

(喀痰）  
- 0.4% 1.0% 3.6% 4.9% 4.6% 4.5% 4.0% 

大腸がん  

(便潜血 )  
- 19.8% 39.1% 25.5% 26.6% 23.4% 27.3% 27.9% 

前立腺  - 7.0% 6.2% 8.5% 8.6% 7.6% 8.2% 10.9% 

マンモグラフィー  - 1.5% 3.0% 3.5% 3.2% 3.7% 4.5% 5.0% 

乳房エコー  - 1.1% 1.9% 2.2% 2.8% 2.7% 3.5% 4.0% 

子宮がん  - 6.5% 6.8% 8.9% 9.2% 9.2% 11.3% 11.2% 

脳 MRI - 2.5% 3.7% 3.3% 2.6% 2.0% 2.3% 2.7% 

肺 CT - 0.3% 0.6% 0.3% 0.4% 0.3% 0.4% 0.2% 

歯周病健診  - 0.0% 0.0% 3.4% 4.1% 3.8% 4.3% 3.2% 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

受
診
率 

半日ドック - 10.5% 12.5% 12.9% 13.5% 10.2% 12.9% 12.8% 

ミニドック  - 9.4% 7.5% 9.4% 8.1% 6.9% 8.5% 8.7% 

(再掲）  

ジャスト健診  
- 36.8% 44.8% 45.7% 42.0% 40.9% 44.2% 44.9% 

1 泊ドック  - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

脳ドック - 2.5% 3.7% 3.3% 2.6% 2.0% 2.3% 2.7% 

肺ドック - 0.3% 0.6% 0.3% 0.4% 0.3% 0.4% 0.2% 

巡回型女性  

専用健診  
- - - 2.4% 2.6% 2.8% 3.3% 3.4% 

大協・京協  

共同健診  
- 3.6% 5.4% 4.4% 3.3% 4.6% 4.9% 4.3% 

特定健診  

特別コース  
- 7.3% 7.4% 7.6% 6.9% 6.4% 6.2% 7.1% 

契約医療  

機関外健診  
- 0.0% 0.2% 0.4% 0.6% 0.4% 0.6% 0.6% 

郵送検診  

(大腸がん）  
- - 20.7% 3.8% 5.4% 5.3% 5.0% 4.7% 

郵送検診  

（子宮がん）  
- - - 1.3% 1.6% 1.5% 1.8% 1.2% 

郵送検診  

(肺がん）  
- - - 2.9% 4.0% 3.9% 4.1% 3.2% 

郵送検診  

(前立腺がん）  
- - - 1.9% 2.2% 2.4% 1.6% 1.8% 



１７ 

郵送検診  

(歯周病りすく）  
- - - 3.4% 4.1% 3.8% 4.3% 3.2%  

事
業
全
体
の

評
価 

・平成 29 年度は平成 28 年度特定健診未受診者＋郵送検診希望者に対して、大腸検査を  

 実施したため、大腸検査の受診率が高くなった。  

・平成 28 年度より契約医療機関外健診の助成、平成 29 年度より郵送検診、平成 30 年度より  

 巡回型女性専用健診の開始により、がん検診の受診率はあがり、疾病の早期発見早期治療  

 につながっている。  

事
業
全
体
の
評

価 

・検査項目が少ないと特定健診を受診しなかった対象者が、検査項目が増えることにより  

 特定健診を含む健診受診につながった。  

・１泊ドックは保険者としても強く勧めてはいない健診であるため、受診希望者は 5 年度に  

 1 人程度になっている。  

・契約医療機関外健診助成を設けたことにより、京都府外や京都市郊外の被保険者が  

 特定健診にプラスして追加の検査を受診することが出来、受診率向上につながった。  

今
後
の
方
向
性 

・数値的な指標を定めずに事業を実施していたため、今後目標値を定めて実施する必要が  

 ある。  

・医療費等のデータ分析を実施し、早期発見対策の強化が必要な疾患があれば、受診勧奨の  

 強化や精密検査の受診率を向上するための対策を検討する必要がある。  

・人間ドック・郵送検診等の健診事業は今後も事業を継続する。  

（継続等について）  
 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  

 

【図 2-3．検診受診率経年推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   （資料：京都芸術家国保データ）  
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【図 2-4．付加健診受診率経年推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （資料：京都芸術家国保データ）  

【図 2-5．特定健診受診率推移 総受診割合/付加健診 法定報告】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 （資料：京都芸術家国保データ）  

 
 

【図 2-6．令和４年度特定健診コース別受診割合】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （資料：京都芸術家国保データ）  

(単位：％ )  

(単位：％ )  

(単位：％ )  



１９ 

９．インフルエンザ予防接種助成事業 

事業目的： インフルエンザワクチンの接種者人数を増加させ、重症化の防止を目指す。   

事業内容： インフルエンザ予防接種の接種費用のうち 2，000 円を上限に助成を実施する。 

        インセンティブ健康ボーナスのインフルエンザ予防接種Ｗ補助券使用の場合は  

          さらに 1,500 円を助成。 
 

        (助成条件)： 0 歳～64 歳までの芸国被保険者。 

                 インセンティブ健康ボーナスの W 補助券があるもののみ 

                 65 歳以上でも助成可能。 

 

評
価
項
目 

評価指標  目標値  

ﾍﾞｰｽﾗｲ

ﾝ 
経年変化  総

合

評

価

※  

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

インフルエンザ予防接

種者数  
- 584 人  524 人  568 人  602 人  655 人  407 人  407 人  

Ｂ 

インフルエンザ予防接

種率  
- 17.9% 16.9% 19.4% 21.5% 24.0% 15.5% 15.8% 

事
業
全
体

の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・インフルエンザ予防接種による重症化予防への効果をはかる指標を設定することが難しい。  

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・インフルエンザの流行拡大傾向である状況があるため、今後も引き続き、助成事業は実施する予定である。  

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  

 

【図 2-7．インフルエンザ予防接種助成者数及び平均被保険者数推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （資料：京都芸術家国保データ）  
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10．健康増進施設斡旋事業 

事業目的： 健康増進施設の利用数の増加を図り、被保険者の内臓脂肪症候群の予防と健康  

        の保持増進を目指す。 

事業内容： 

施設名  実施概要  

ヘルスピア  ２１ 

【令和 4 年度末閉館】  

対象者 ：全被保険者  

実施期間：年間を通して実施  

自己負担  プール・トレーニングルーム  ：500 円  

自己負担  プール (１５歳以上 ) ：300 円  

自己負担  プール (１５歳未満 ) ：100 円  

自己負担  トレーニングルーム ：200 円  

実施体制：健康施設と提携       

京都エミナース竹の郷温泉  

対象者 ：全被保険者  

実施期間：年間を通して実施  

令和 3 年度まで   自己負担   300 円  

令和 4 年度から  自己負担  大人：1,800 円  

                   子供：  900 円  

                   幼児：  700 円  

実施体制：健康施設と提携  

継志館  

 【平成 30 年度末閉館】  

対象者 ：全被保険者  

実施期間：年間を通して実施  

       自己負担   中学生以上：400 円  小学生以下：200 円  

実施体制：健康施設と提携     

ラクトスポーツセンター  

 【令和 3 年度末休館】  

対象者 ：全被保険者  

実施期間：年間を通して実施  

         自己負担  大  人：500 円    高校生：400 円  

                 中学生：300 円    小学生：100 円  

実施体制：健康施設と提携      

 

評
価
項
目 

評価指標  目標値  

ﾍﾞｰｽﾗ

ｲﾝ 
経年変化  

総
合
評
価
※ 

H28 

年度  

H29 

年度  

H30 

年度  

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

ヘスル

ピア 21 

申込数  - 485 枚  395 枚  385 枚  250 枚  185 枚  125 枚  90 枚  

Ｄ  

利用者

数  
- 39 人  38 人  22 28 8 16 9 

利用率  - 8.0% 9.6% 5.7% 11.2% 4.3% 12.8% 10.0% 

竹の郷

温泉  

申込数  - 
1,565

枚  

1,370

枚  

1,158

枚  

1,090

枚  
741 枚  357 枚  170 枚  

利用者

数  
- 790 人  628 人  561 人  493 人  339 人  23 人  10 人  

利用率  - 50.5% 45.8% 48.4% 45.2% 45.7% 6.4% 5.9% 

継志館  

申込数  - 605 405 360 - - - - 

利用者

数  
- 64 61 56 - - - - 

利用率  - 10.6% 15.1% 15.6% - - - - 



２１ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

ラ ク ト

スポー

ツ セ ン

ター  

申込数  - - - - - 110 枚  0 枚  - 

利用者

数  
- - - - - 0 人  0 人  - 

利用率  - - - - - 0% 0%  

事
業
全
体
の
評
価 

・健康増進施設を斡旋することによる健康の保持増進は効果をはかる指標を設定することが難しい。  

・ヘルスピア２１，継志館、ラクトスポーツセンターすべての施設が閉館又は休業となり事業継続が  

 困難となった。  

・竹の郷温泉の利用状況は、施設の利用料金が令和２年度より増加したため、希望者が減少した。  

今
後
の
方
向
性 

・R5 年度より京都アクアリーナと契約し、健康増進施設の斡旋事業を継続する。  

・竹の郷温泉については希望者があるため事業を継続する。   

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  
 
※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  
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１１．糖尿病性腎症重症化予防事業(未受診者対策)    【令和元年度からの新規事業】  

事業目的： 糖尿病の要医療レベルにある未治療者に受診勧奨を行い、医療機関受診につなげ  

        る。 
 

事業内容： 対象者へ受診勧奨文書と主治医連絡票、パンフレットを送付する。  

        京都府栄養士会による受診勧奨電話を実施し、保健指導希望者には保健指導も  

         実施する。 
 

       (対象者)特定健診結果にて空腹時血糖 126mg/dl 以上または随時血糖 200mg/dl 

             以上または HbA1c：6.5％以上の者かつ糖尿病のレセプトがない者  
 

新規事業を立ち上げた背景：  

 KDB の医療費「入院＋外来」において、平成 29 年度から令和 2 年度にかけて、糖尿病は 5 位か

ら 3 位以内に入っており、全体の医療費に占める割合が 3.3％～3.5％と高い。また入院医療費で

は、循環器が 2 番目に多く、その内訳をみると虚血性心疾患、その他心疾患、脳梗塞等が高く、高

血圧や糖尿病等の生活習慣病が重症化した状況が考えられる。  

 特定健診結果で血糖が要医療判定であるが医療機関を受診していないものは少ないが、重症化

すると人工透析の原因となる糖尿病の重症化を防ぐためにも未受診者に対しては、医療機関への

受診の勧奨が必要である。  
 

評
価
項
目 

評価指標  目標値  

経年変化  
総
合
評
価
※ 

R 元  

年度  

R2 

年度  

R3 

年度  

R4 

年度  

ア
ウ
ト
カ
ム 

対象者数  - 13 人  12 人  7 人  11 人  

Ｂ 

対象者の医療機関受診率  40％以上  23 .1% 33.3% 42.9% 36.4% 

糖尿病重症化予防  

保健指導利用率  
10％以上  0% 0% 0% 0% 

HbA1c8.0％以上の者の割合  - 0.8% 0.9% 1.1% 0.3% 

高血糖者の割合  - 5.8% 5.9% 5.8% 4.4% 

HbA1c6.5％以上の者のうち、  

糖尿病レセプトがない者の割合  
- 5.8% 5.9% 5.8% 4.4% 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

対象者への書面による通知数  

（通知割合）  
100% 

13 人  

（100%）  

12 人

（100%）  

7 人  

（100%）  

11 人

（100%）  

京都府糖尿病性腎症重症化予防

連絡票返送人数・割合  
- 

2 人  

(15 .4%) 

1 人  

(8 .3%) 

2 人  

(28 .6%)  

1 人  

(9 .1%) 

栄養士による電話勧奨実施人数  

(実施割合 )  
- - - 

5 人中・  

5 人  

(100%) 

10 人中・

10 人  

(100%) 

電話勧奨実施者のうち、医療機

関へ受診者数  

（受診割合 (架電人数÷受診者数）） 

- - - 
1 人  

(20 .0%)  

3 人  

(30 .0%) 

事
業
全
体
の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・令和 3 年度より管理栄養士による電話勧奨を実施している。  

 勧奨開始時期が遅かったため、開始時期を早める必要があると考える。  

・通知時期については、被保険者の繁忙時期を避けて、12 月初旬に送付している。  

・かかりつけ医師の同意も必要なことから、保健指導の希望者がいない点が課題である。  

・受診勧奨の対象者がわずかではあるが減少傾向となっており、医療機関の受診につながっていること  

 が伺える。  
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今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・受診勧奨 TEL については令和 4 年度より 1 月実施と早めている。  

・保健指導については希望者がいないなど課題はあるが、希望者が出てきた場合  

 実施する体制は整えておく必要があるためこのまま事業を継続する。  

（継続等について）  

 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  
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12．禁煙治療に対する費用助成事業【令和２年度からの新規事業】  
 

事業目的：喫煙状態にある被保険者に対し禁煙治療の助成を行うことで、禁煙を促す。 

 

事業内容： 禁煙外来治療を行っている任意の医療機関で保険適用による禁煙外来治療  

       （禁煙治療プログラム）を受診した被保険者の治療に要した自己負担額分を  

        全額助成する。 

       〇保険診療で３割負担の場合およそ 12,000 円～20,000 円程度。 
 

新規事業を立ち上げた背景：  

   「質問票回答状況から女性の喫煙者が京都府平均よりや   や高い」こと、 「気管・気管支 

 及び肺の悪性新生物」「虚血性心疾患」「脳梗塞」の医療費が高い状況がある。喫煙は、がん  

 や循環器疾患、脳血管疾患のリスク因子にもつながることから、禁煙治療の費用助成を開始  

 した。 

 

評価

項目 
評価指標 目標値 

経年変化 総合

評価

※ 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

ア
ウ
ト 

プ
ッ
ト 

禁煙治療費用助成

件数 

1 人 

/年度 
０人 １人 ０人 Ｃ  

事
業
全
体

の
評
価 

（うまくいった、うまくいかなかった要因から）  

・令和 2 年度から 4 年度までの実績としては、1 名となっている。開始して間もない事業  

 であるため、認知度が低く、実績につながっていない可能性がある。  

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案）  

・今後は、喫煙のリスクについての啓発活動と併せて禁煙治療における費用助成の周知活動  

 を行い、禁煙治療に関心を持ち、行動変容へ導くことが出来るよう、助成事業の実績を伸  

 ばしていきたいと考える。       

（継続等について）  

このまま継続 ・ 多少の見直し必要   ・  大幅な見直し必要 ・ 継続要検討  

 

※総合評価：  A うまくいった（目標を達成）  

 B ある程度うまくいった (目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり )  

         C あまりうまくいかなかった (目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり )  

         Ｄ  まったくうまくいかなかった (効果があるとは言えない )  
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13．その他の保健事業 

 

 これまで記載してきた保健事業の他、当組合で実施している保健事業は下表のとお

りである。ここでは、その他の保健事業一覧として掲載するため詳細な分析は省略している。  

 

事業名  実施概要  

市民がん検診の助成  

骨粗しょう症予防検診助成  

事業内容：市民がん検診、市が行う骨粗しょう症予防検診を受診した  

        場合、その自己負担費用全額助成  

対象者 ：35 歳以上の被保険者  

実施期間：年間を通して実施  

自己負担：無料  

個別歯科健診  

事業内容：①(社)京都府歯科医師会会員の医療機関と契約し歯  
        及び歯列、咬合、歯周組織検査の検診を実施。  
       ②京都府外の医療機関にて受診した保険適用外の  
         歯科健診に対して助成。  

対象者：18 歳以上の被保険者  

実施月：年間を通して実施  

自己負担：①の場合、1,000 円 

       ②の場合、3,400 円を上限に助成。  

実施体制：業者委託  

家庭常備薬の斡旋  

事業内容：家庭常備薬購入の斡旋を実施  

対象者：被保険者  

実施月：9 月 

実施体制：業者委託  

無給付世帯表彰  

事業内容：前年度一度も保険給付を受けていない世帯に対し  

        記念品を贈呈  

対象者：1 年間無受診の世帯  

実施月：7 月 

実施体制：業者委託  

「洛和会ヘルスケアシステ

ム」を利用した保健指導  

事業内容：フィットネス付き特定保健指導。運動プログラム  

      (3 ヶ月分)料金の一部と特定保健指導費用を全額  

        を組合が負担  

対象者：特定保健指導積極的支援対象者の内、希望者  

実施月：年間を通して実施  

自己負担：11,000 円 

実施体制：業者委託  

所属団体健康づくり活動の

助成事業  

事業内容：所属団体主催でウォーキングやセミナー、中央診療所  

        特別コースを受診した場合健康づくり活動助成金を助成  

対象：所属団体  

実施期間：通年（1 団体年 5 回） 
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出産・育児支援事業  事業内容：出産予定の方に妊娠期のガイドブックを支給  

       出産された方に出産のお祝い品を支給  

       0 歳児から 3 歳児までに育児雑誌を支給  

対象：被保険者  

実施期間：通年（1 団体年 5 回） 

特定健診継続受診者表彰  事業内容：5 年間継続して特定健診を受診した被保険者に対し  

        記念品を贈呈。 (5 年に 1 度)  

対象：継続して特定健診を受診している被保険者  

実施期間：1 月 
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第３章 健康と医療費の分析 

 1  健康と医療費の分析 
 
１．医療費概況 

 当組合の総医療費総額は、被保険者が大幅に減少しているなか、一人あたりの医療費が増

加しているため、増加傾向にある。また、一人あたり医療費についても、いずれも年度推移とし

て増加しており、特に令和 3 年度の上り方が顕著である。 
 

 【図 3-1．医療費総額の経年推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （資料：京都芸術家国保データ）  

 

 【図 3-2．一人あたり医療費の経年推移】  

 

 （資料：京都芸術家国保データ）  

 

２．医科における医療費の概況 

 当組合の医療費総額（医科）は、令和 3 年度に比べ、被保険者の減少と共に令和 4 年度は

減少している。しかし令和 4 年度の「千人あたり受診率」については、令和 3 年度の 560.5 件

から 589.5 件と増加してしている。さらに受診率の内訳をみてみると、入院が前年度比-2.5％

の減少傾向であるのに対し、外来は前年度比 5.3％と増加してる。 
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【表 3-1．医療費総額（医科）】 

 入院外来 前年度比 

令和 3 年度 708,135,900 - 

令和 4 年度 705,386,530 -2,749,370 

(資料：KDB データ「市町村別データ」より抜粋 )  

 

【表 3-2．医療受診率(医科)[被保千人あたり]】 

  入院(件）  前年比（％）  外来(件）  前年比（％）  入院外来 (件）  前年比（％）  

令和 3 年度  8.1 - 552.4 - 560.5 - 

令和 4 年度  7.9 -2.5% 581.6 5.3% 589.5 5.2% 

(資料：KDB データ「地域の全体像の把握」より抜粋 )  

 

 入院と外来の一人あたり医療費（１月あたり）について、当組合と京都府内国保組合（医師・

建築などの 11 組合）を比較したところ、令和 2 年度の医療費において新型コロナウイルス感

染症の影響により他国保の医療費が減少したのに対し当組合はほぼ例年と変わらない金額で

推移。令和 3 年度も医療費が増嵩した結果上回ることとなった。当組合の一人当たり医療費に

おいては、令和 3 年度が 17,303 円、令和 4 年度が 17,661 円と 358 円増加している。 

 ※ＫＤＢシステムでは外来に紐付いた調剤費用が含まれている。  

 
  

【図 3-3．入院と外来の一人あたり医療費（1 月あたり）府内国保比較】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（資料：ＫＤＢ「市町村別データ」より抜粋）  

 

３．疾病別医療費 

（１）入院 

 当組合における疾病別医療費の状況を KDB データにより分析したところ、入院の大分類別

医療費について、令和 3 年度は第 1 位が新生物（32.3％）、第 2 位が循環器（17.6％）となっ

ており、この 2 疾病で入院費全体の 45％以上を占めている。なお、令和 4 年度においても同

様の傾向が続いている。 
 

（単位：円）  
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2.新生物, 

31.8 

9.循環器, 

23.0 

13.筋骨

格, 8.3 

11.消化

器, 7.9 

その他, 

29.1 

2.新生物, 

17.9 

4.内分泌, 

11.0 

10.呼吸

器, 9.2 

9.循環器, 

8.8 
13.筋骨格, 7.2 

11.消化

器, 6.9 

14.尿路

性器, 6.6 

7.眼, 6.4 

その他, 

25.9 

2.新生物, 

16.0 

4.内分泌, 

12.2 

9.循環器, 

9.8 

10.呼吸

器, 8.5 11.消化

器, 8.3

13.筋骨

格, 8.1

14.尿路

性器, 8.0 

7.眼, 5.8

12.皮膚, 

5.4

その他, 

17.9

【図 3-4．大分類別医療費(入院)】 

          [令和 3 年度]                       [令和 4 年度] 

 

 （KDB「医療費分析（２）代、中、細小分類」より抜粋）  

 

（２）外来 

 外来の大分類別における医療費について、令和 3 年度は第 1 位が新生物  （16.0％）、第

2 位が内分泌（12.2％）、第 3 位が循環器（9.8％）、第 4 位が呼吸器（8.5％）となっており上位

4 疾病で外来医療費約 45％以上を占めている。 

 また、第 5 位の消化器（8.3％）、第 6 位の筋骨格（8.1％）、第 7 位の尿路性器（8.0％）で外

来医療費の約 20％以上を占めており、これらの傾向は順位の変動こそあるものの令和 4 年度

も同様にみられる。 
 

【図 3-5．大分類別医療費(外来)】 

          [令和 3 年度]                     [令和 4 年度] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（KDB「医療費分析（２）代、中、細小分類」より抜粋）  

 

（３）入院＋外来  

 入院と外来を合わせた医療費では大腸がん、高血圧症、関節疾患、脂質異常症、糖尿病が

上位を占めている。令和 3 年度に比べ令和 4 年度では、関節疾患（3 位：3.2％→1 位：3.8％）

に上がっている。大腸がん（1 位：4.6％→2 位：3.5％）、 

高血圧症（2 位：3.4％→4 位：3.2％）、糖尿病（4 位：3.1％→3.0％）と生活習慣病の順位は下
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がってはいるが、生活習慣病の順位は変わらず上位に入っているため、今後の変化を観察す

る必要がある。 

 

【表 3-3．入院・外来を合わせた医療費上位 10 位】                    （単位：％）  
 

       [令和 3 年度]                         [令和 4 年度] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（KDB「医療費分析（2）大、中、細小分類」より抜粋）  

 

【表 3-4．入院・外来別医療費 中分類】                        （単位：％） 

［令和４年度中分類（入院）］   ［令和４年度中分類（外来）］  

2．新生物  

31 .8 

その他の悪性新生物〈腫瘍〉  12 .1 

 

2.新生物  

17 .9 

その他の悪性新生物〈腫瘍〉  6.6 

気管、気管支及び肺の悪性新

生物〈腫瘍〉  
6.9 

 
結腸の悪性新生物〈腫瘍〉  3.5 

良性新生物〈腫瘍〉及びその

他の新生物〈腫瘍〉  
3.8 

 肝及び肝内胆管の悪性新生

物〈腫瘍〉  
1.8 

9．循環器  

23 .0 

その他心疾患  6.7  

4．内分泌  

11 .0 

糖尿病  4.8 

虚血性心疾患  5.5  脂質異常症  3.8 

脳梗塞  2.7 
 その他の内分泌、栄養及び

代謝障害  
1.4 

13．筋骨格  

8.3 

関節症  3.7  

10.呼吸器  

9.2 

アレルギー性鼻炎  2.4 

その他の筋骨格系及び結合

組織の疾患  
2.4 

 
喘息  2.2 

骨の密度及び構造の障害  0.9  その他の呼吸器系の疾患  1.4 

11.消化器  

7.9 

その他の消化器系の疾患  6.0  

9．循環器  

8.8 

高血圧性疾患  4.6 

胆石症及び胆のう炎  0.9  その他の心疾患  2.2 

胃潰瘍及び十二指腸潰瘍  0.5  虚血性心疾患  1.0 

（KDB「医療費分析（2）大、中、細小分類」より抜粋）  

 

 

 

 

 

1 位 大腸がん  4.6 

2 位 高血圧症  3.4 

3 位 関節疾患  3.2 

4 位 糖尿病  3.1 

5 位 骨折 3.0 

6 位 脂質異常症  3.0 

7 位 不整脈  2.7 

8 位 慢性腎臓病 (透析あり）  2.4 

9 位 膵臓がん  1.6 

10 位  腎臓がん  1.5 

 

1 位 関節疾患  3.8 

2 位 大腸がん  3.5 

3 位 肺がん 3.3 

4 位 高血圧症  3.2 

5 位 糖尿病  3.0 

6 位 脂質異常症  2.7 

7 位 不整脈  2.7 

8 位 慢性腎臓病 (透析あり）  2.2 

9 位 狭心症  1.7 

10 位  骨折 1.7 
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 ２  生活習慣病に関する状況 
 
１．年代別の生活習慣病罹患者割合 

 疾病別分析で示されたとおり、医療費の多くを生活習慣病が占めていることを踏まえ、令和 4

年度の当組合における被保険者の生活習慣病を性別、年齢階層別に分析した。その結果、男

女ともに年齢が上がるにつれて徐々に生活習慣病が増加する傾向がみられ、65 歳以上では

50％以上が生活習慣病を罹患していることが分かった。  

 ※ここでの生活習慣病とは KDB「厚生労働省(様式 3-1)」で定義されている生活習慣病に準拠している。  

 

【図 3-6．生活習慣病罹患者割合 令和 4 年度】 

  

（KDB「厚生労働省 (様式 3-1)生活習慣病全体のレセプト分析」より抜粋）  

 
 

２．生活習慣病罹患者における疾病割合 

 当組合の生活習慣病罹患者における疾病割合は、男性は高血圧症、女性は脂質異常症が

最も高くなっている。また、生活習慣病の中でも医療費が高額となる人工透析は全体で 0.4％

であるものの、男性の生活習慣病罹患者の内約 60％が糖尿病を罹患しているため、予備群が

多く存在すると考えられる。 
 

【図 3-7．生活習慣病罹患者割合 令和 4 年度】

 

（KDB「厚生労働省 (様式 3-1)生活習慣病全体のレセプト分析」より抜粋）  
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 生活習慣病罹患者における糖尿病患者を年齢階層別、男女別に分析したところ、全体的に

男性は女性よりも罹患割合が高いことに比べ、女性の緩やかな増加に対して男性は 50 代か

ら急激に増加し始め 65 歳から 69 歳では約 35％が糖尿病を罹患していることが分かった。  

 また、65 歳以上の年代の罹患者割合は約 25％以上となっており、それ以前の 40 代、50

代で既に糖尿病を罹患している者への重症化予防のための取り組みや、男性や若年層への

啓発・啓蒙などのポピュレーションアプローチも重要であると考えられる。  

 

【図 3-8．生活習慣病罹患者における年齢階層別糖尿病罹患者の割合  令和 4 年度】 

 

（ KDB「厚生労働省（様式 3-1）生活習慣病全体のレセプト分析」より抜粋）  
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 ３  特定健診と医療費の状況 
 
１．医療費概況 

 KDB のシステムデータより、特定健診の有無別に「医科入院＋医科外来」の１件あたり医療

費、１日あたり医療費を比較したところ、１件あたり医療費及び１日あたり医療費共に健診受診

者は未受診者よりも低い値となっていることが分かった。このことから、特定健診の受診有無と

医療費においては、一定の関連があるものだと推測されるが、健診未受診者は通院者（既に

医療にかかっている者）が多く存在している可能性が高く、今後、特定未受診者の通院状況等、

詳細な分析を進めていく必要がある。  

 ※特定健診受診者は半日ドック等付加健診受診者も含んでいる。  

 ※同規模国保とは全国の国保組合のことである。 

 

【図 3-9．特定健診有無別医療費（同規模国保／全国比較） 令和 4 年度】 

 

（KDB「医療費分析（健診有無別）」より抜粋）  

 

２．特定健診の結果数値概況 

 令和 4 年度の特定健診に関する各種数値を当組合、同規模国保、全国と比較した。 

 その結果、特定健診及び特定保健指導の受診率においては、健診については同規模国保

や全国平均を上回る値となっているが、保健指導においては全国平均より低く、厚生労働省が

掲げる目標値（特定健診 70％、特定保健指導 30％）とは大きな乖離がある状況である。 

 ※同規模国保、全国は、健保組合や共済組合など国保以外の保険者は含まれてない。 

 また、特定健診の内臓脂肪面積を推測する項目の「腹囲」（26.5％）について大差はないが

同規模国保（35.8％）や全国（35.2％）を下回る結果となっている。 

 その他の検査項目においては「血糖」の割合が全国平均よりやや高くなっていることがわか

る。 
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【図 3-10．特定健診受診率等比較（全国国保／全国比較）令和 4 年度】 
 

 

（KDB「地域の全体像の把握」より抜粋）  

 

【図 3-11．特定健診結果比較（同規模／全国比較）  令和 4 年度】 

 
（KDB「地域の全体像の把握」より抜粋）  

 

 4  特定健診・特定保健指導受診結果 
 
１．特定健診・特定保健指導の受診状況 

（１）特定健診 

 当組合の特定健診受診率は、平成 28 年度の 44.6％から微増していたが、令和元年度、令

和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により減少。令和 3 年度より少しずつ回復し、

令和 4 年度には 47.4％となったが、国が掲げる目標値（70％）には到達していない状況であ

る。受診者の男女比としてはどの年代においても女性の受診率が高い。年齢別では男性の

若年層の受診率が低くなっている。  
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【図 3-12．特定健診特定健診受診率の推移  府内国保／全国比較】 

 
（資料・芸術家国保データ）  

 

【図 3-13．特定健診男女別受診率の経年推移】                         (単位％)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料・芸術家国保データ）  

 

【表 3-5．特定健診男女別受診率経年推移】   

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R 元年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 

男性 44.3% 45.0% 46.4% 43.1% 40.9% 44.2% 45.4% 

女性 44.8% 46.7% 49.5% 48.1% 43.5% 48.8% 49.4% 

全体 44.6% 45.8% 47.9% 45.5% 42.1% 46.4% 47.4% 

（資料・芸術家国保データ）  
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【図 3-14．特定健診年齢別受診率の経年推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（資料・法定報告データ）  

 
（２）特定保健指導 

 特定保健指導の実施状況については、平成 29 年度に一度向上したが平成 30 年度に大き

く減少した。令和元年度、令和 2 年度は緩やかに増加していたが、令和 3 年以降減少に転じ

ている。令和元年度以降新型コロナウイルス感染症の影響により、訪問型の指導が実施でき

なくなりオンラインでの実施となった。インターネットの不慣れな被保険者はオンラインでの指

導は避ける傾向にあり減少につながっている。  

 

【図 3-15．特定保健指導終了者率の推移  府内国保/全国比較】 

 

 （資料・芸術家国保データ）  
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【図 3-16．特定保健指導男女別対象者数の推移】                (単位：人 )  

 

（資料・法定報告データ） 
 

【図 3-17．特定保健指導男女別終了者数の推移】               (単位：人 )  

 

  

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（資料・法定報告データ）  
 

【図 3-18．特定保健指導男女別終了割合の推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （資料・法定報告データ）  
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【表 3-6．特定保健指導男女別利用結果一覧】  

  H28 年度 H29 年度 H30 年度 R 元年度  R2 年度 R3 年度 R4 年度 

対象者（男性）  100 人 97 人  106 人 84 人  93 人  86 人  83 人  

対象者（女性）  24 人  22 人  21 人  27 人  29 人  26 人  27 人  

対象者計  124 人 119 人 127 人 111 人 122 112 人 110 人 

終了者（男性）  16 人  23 人  16 人  16 人  12 人  9 人 11 人  

終了者（女性）  5 人 9 人 5 人 6 人 17 人  10 人  6 人 

終了者計  21 人  32 人  21 人  22 人  29 人  19 人  17 人  

終了率（男性）  16.0% 23.7% 15.1% 19.0% 12.9% 10.5% 13.3% 

終了率（女性） 20.8% 40.9% 23.8% 22.2% 58.6% 38.5% 22.2% 

終了率計  16.9% 26.9% 16.5% 19.8% 23.8% 17.0% 15.5% 

 （資料・法定報告データ）  

 

【図 3-19．特定保健指導年齢別受診率の経年推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 （資料・法定報告データ）  

 

（３）内臓脂肪症候群・内臓脂肪症候群予備群 

 特定健診を受診した結果、内臓脂肪症候群に該当した者、内臓脂肪症候群予備群に該当し

た者、HbA1ｃが 8.0％以上であった者の割合については下図のとおりである。内臓脂肪症候

群、内臓脂肪症候群予備群の割合は令和 2 年度に増加しているが、その後減少傾向となって

いる。HbA1c8.0％以上あった者の割合は令和 2 年度の 40 歳～64 歳は減少しているが、令

和 3 年度は増加、65 歳～74 歳の令和 2 年度は増加しているが令和 3 年度は減少、令和 4

年度はどの年代においても減少傾向となっている。  
 

【図 3-20．内臓脂肪症候群該当者割合の経年推移】  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 （資料・法定報告データ）  
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【図 3-21．内臓脂肪症候群予備群該当者割合の経年推移】 

 
 （資料・法定報告データ）  

 

【図 3-22．HbA1c8.0％以上の者の割合 経年推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （資料・KDB データ）  

 
 

２．特定健診の問診結果からみる生活習慣の状況  

（１）生活習慣の状況 

 当組合では職業が多種に渡るため生活スタイルは被保険者個々により様々であり、職業か

ら生活スタイルを把握するのは難しいが、令和 4 年度特定健診受診者の生活習慣に係る質問

票の結果を全国平均と比較したところ 15 項目が全国平均より上回っていたことがわかった。 
 

【図 3-23．特定健診問診票結果 当組合／全国比較（一部抜粋）  令和 4 年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（ＫＤＢ「地域の全体像の把握」より抜粋）  
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(２)特定健診の問診票結果からみる生活習慣の課題 

 特定健診受診者の問診票結果について、全国平均の値を 20％以上の回答率となっていた

「飲酒頻度  時々」「１日飲酒量・３合以上」の項目は高血圧につながるリスクとなりやすい。ま

た、「週 3 回以上就寝前夕食」「週 3 回以上朝食を抜く」項目より生活リズムが不規則であるこ

とで血糖のリスクも高くなっていることがわかる。  

 今後生活習慣及び食生活の改善を被保険者へ啓発・啓蒙していくにあたっては、これらの課

題を重点的に行っていく必要があると考えられる。  

 

【表 3-7．特定健康診査の問診票による全国平均との比較】  ［令和４年度］ 

質問項目  当組合 国 

服薬 

高血圧 20.5% 35.6% 

糖尿病 3.8% 8.7% 

脂質異常症 15.2% 27.9% 

既往歴 

脳卒中 2.2% 3.1% 

心臓病 3.3% 5.5% 

腎不全 0.8% 0.8% 

貧血 12.4% 10.7% 

喫煙 10.3% 13.8% 

20 歳時体重から 10ｋｇ以上増加 29.5% 35.0% 

1 回 30 分以上の運動習慣なし 67.7% 60.4% 

1 日 1 時間以上運動なし 57.0% 48.0% 

歩行速度遅い 43.8% 50.8% 

咀嚼 なんでも 85.3% 79.3% 

  かみにくい 14.3% 19.9% 

  ほとんどかめない 0.4% 0.8% 

食事速度 速い 30.0% 26.8% 

  普通 60.9% 65.4% 

  遅い 9.2% 7.8% 

週 3 回以上就寝前夕食 21.1% 15.8% 

週 3 回以上夕食後間食 毎日 27.6% 21.6% 

  時々 52.9% 57.3% 

  ほとんど摂取しない 19.5% 21.0% 

週 3 回以上朝食を抜く 15.4% 10.4% 

飲酒頻度 毎日 29.7% 25.5% 

  時々 28.7% 22.5% 

  飲まない 41.6% 52.0% 

一日飲酒量 1 合未満 57.2% 64.1% 

  1～2 合 26.9% 23.7% 

  2～3 合 10.7% 9.4% 

  3 合以上 5.2% 2.8% 

睡眠不足 28.7% 25.6% 

（ＫＤＢ「地域の全体像の把握」より抜粋）   

※赤文字が国の平均より 20％以上、色付きセルが国の平均を上回る回答割合となった項目。  
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第４章 分析結果からみる健康課題について 

 １  一人当たり医療費・疾病別医療費 
 
１．医療費(医科) 

 当組合の医科における医療費総額は、平成 29 年度に比べて令和 4 年度は減少している

が、その要因としては被保険者の大幅な減少があげられる。  

 総医療費は減少しているものの、一人当たりの医療費が大幅に増加しているため、今後の

保健事業の取り組みが重要となっている。  

 

２．疾病別医療費 

 当組合の生活習慣病の罹患状況を KDB データにより分析したところ、入院の大分類医療

費について、令和 3 年度では新生物、循環器の 2 疾病で入院費全体の 45％以上を占め、令

和 4 年度も同様の傾向となっている。外来の医療費については令和 3 年度では 1 位が新生

物、2 位が内分泌、3 位が循環器、4 位が呼吸となっており上位 4 疾病で外来医療費全体の

45％以上を占めている。令和 4 年度も順位の変動こそあるもののほぼ同様にみられる。入院

＋外来の医療費を見ると令和 3 年度の 2 位が高血圧、4 位が糖尿病、6 位が脂質異常症で

あり、令和 4 年度の 4 位が高血圧、5 位が糖尿病、6 位が脂質異常症となっている。生活習

慣病が医療費に占める割合が大きいことが分かる。また、運動不足も関連する関節疾患の

順位も 3 位と 1 位高い事がわかった。 

 生活習慣病の課題としては 60 歳以上の被保険者の罹患割合が高くなっていることから、そ

れ以前の年代に対して生活習慣の改善のための啓発・啓蒙活動、特定健診の受診による予

備群の発見、特定保健指導対象者への保健指導による生活改善を行っていくことが挙げら

れる。 

 また、生活習慣病罹患者における疾病割合の分野においても、高血圧、糖尿病、脂質異常

症が医療割合の上位を占めていることから、現在治療中の者も含めたハイリスクアプローチ

や若年層への啓発・啓蒙などのポピュレーションアプローチを実施していく必要がある。  

 また、KBD データの中小分類の疾患の医療費上位に食生活や喫煙等が要因とされる悪性

新生物も含まれているため、これまで実施してきた「がん検診」を検査項目に含む各種健康

診査の受診率を向上させ、早期発見、早期治療により被保険者の健康保持と医療費の適正

化に取り組んでいくことが重要になる。  

 

 ２  特定健診・特定保健指導、生活習慣(保健事業) 
 
１．特定健診・特定保健指導 

 令和 4 年度における当組合の特定健診受診率は、府内国保の平均を上回っているものの

40 代 50 代の受診率の低さが影響し約 47％と低い実施状況になっている。また、特定保健

指導の実施率は約 15％でこちらは京都府の平均も下回っている。特定健診も特定保健指導

も国の掲げる目標値(健診 70％、指導 30％)との差が大きく、今後も受診率向上は重要な課

題となっている。 

 今後、40 代 50 代世代の高齢化が進むことで、生活習慣病の罹患割合や医療費の増加が

懸念されるため、早期にこれらの世代に対して自分の健康を維持する為の意識づけを行う必

要がある。加えて、生活習慣に関する改善教育の必要性も見受けられるため、特定健診の

受診勧奨と共に特定保健指導の更なる徹底した体制づくりが必要であると考えられる。 
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 また、特定健診 (健康診断)を未受診で医療機関の受診も未受診の被保険者については健

康状態が全く把握できていない状況にあるため、まずは特定健診を受診し被保険者が自分

自身の健康状態を知ることが重要となる。そのためには、栄養士による電話での受診勧奨な

ど特定健診の必要性を理解していただくための事業が必要であると考えられる。  

 健診受診者の分析結果から積極的支援対象者の生活習慣病での受診が少ないことが分

かった。積極的支援対象者すべてが要医療者ではないが、要医療と判断された被保険者へ

の医療の受診勧奨は重症化予防における重要な取り組みであり、長期的には医療費の適正

化につながると考えられることから、今後は糖尿病腎症予防もふくめた要医療者への積極的

なアプローチが課題となっている。 

 

２．生活習慣（保健事業） 

 被保険者の生活習慣については、令和 4 年度の特定健診受診者の生活習慣に係る問診

結果の分析から、当組合においては「週 3 回以上就寝前夕食」「週 3 回以上朝食を抜く」「飲

酒頻度 時々」「1 日飲酒量・3 合以上」項目の 4 項目が重点課題となっている。今後、食生

活の改善を被保険者へ啓発・啓蒙していくにあたっては、これらの課題を重点的に行っていく

必要がある。 
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第５章 第 3 期データヘルス計画(保健事業計画)の目的・目標 

１．全体の目的 

 被保険者の健康寿命の延伸と生活の質の維持・向上を目指すため、効率的、効果的な保健

事業を推進する。 

 

目 的 指標・目標 

Ａ 
生活習慣病予防の取組により、リスク保有者を減少

させる。 

男性の血糖リスク該当者

を 3 割にする。 

Ｂ 
要医療を医療機関受診につなげることにより、  

糖尿病重症化の予防を図る。 

HbA1c6.5％以上で医療

機関未受診者の割合を

10％以下にする。 

Ｃ 
被保険者の行動変容（健診受診／生活習慣改善／

予防行動） 

特定健診質問項目で国の

平均 20％を上回る回答割

合となった項目を 1 つ以上

減らす。 

Ｄ 医療費の適正化を図る。 

後発医薬品普及率 80％ 

医療費通知を 100％配付

する。 

 

２．重点目標・小目的 

 これまで実施してきた保健事業と医療の分析を踏まえ、以下の目標（基本方針）を設定し、被

保険者の疾病予防と健康の保持増進に努める。  

 

重点目標（基本方針） 

① 特定健診／各種健康診査の推進  

 （若年層の受診率向上、特定健診単独受診率の向上）  
 

② 特定保健指導／保健指導の推移  

 （特定保健指導利用率の向上、要医療者等医療機関受診の向上）  
 

③ 生活習慣病の重症化予防及び早期発見  

 （健診未受診者の減少・高血圧・脂質異常症・糖尿病の重症化予防） 
 

④ 糖尿病の重症化予防 

 

⑤ 食生活・喫煙・飲酒を中心とした生活習慣の改善 

 （具体的な健康教育の実施）  
 

⑥ 後発医薬品の利用促進 

 （後発医薬品の利用率向上）  
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３．全体の目的を達成するための小目的・個別保健事業の関連性  

 

関連する 

全体目的 
小目的 個別保健事業 

Ａ・Ｃ・（Ｂ） 特定健診の受診率を向上させる。  特定健診未受診者対策  

Ａ・Ｃ・（Ｂ） 特定保健指導の終了率を向上させる。  特定保健指導未受診者対策  

Ａ・Ｃ・（Ｂ） 
特定健診の受診率を向上させる。  

特定保健指導の終了率を向上させる。  

特定健診・特定保健指導インセン

ティブ事業  

Ａ・Ｃ・（Ｂ） 

各種健康診査の受診者数の増加を図り、早

期発見・早期治療による重症化の防止を目

指す 

各種健康診査助成事業  

Ａ・Ｂ・Ｃ 
糖尿病の要医療レベルにある未治療者に受

診勧奨を行い、医療機関受診につなげる。  
糖尿病性腎症重症化予防事業  

Ａ・Ｂ・Ｃ 

データヘルス計画の分析結果に基づき、重

点的に健診課題に対応した情報誌等の配付

を行い被保険者の健康増進、疾病予防につ

なげる。  

健康情報誌等の提供事業  

Ａ・Ｃ 
被保険者の健康保持と健康意識の向上に

努める。  

健康料理教室・ウォーキング等健

康教室事業  

Ｄ 

後発医薬品差額通知の送付により先発医薬

品から後発医薬品への切替を促し、医療費

適正化をめざす。  

後発医薬品差額通知事業  

Ｄ 
医療費通知の送付により、不正や誤記録を

予防し、医療費適正化を目指す。  
医療費通知事業  

Ｃ 
インフルエンザワクチンの接種者人数を増

加させ、重症化の防止を目指す。  
インフルエンザ予防接種助成事業  

Ａ・Ｃ 
健康増進施設の利用数の増加を図り、被保

険者の健康の保持増進を目指す。  
健康増進施設斡旋事業  

Ｃ 
喫煙者を減少させ、生活習慣病予防やがん

罹患予防につなげる。  

禁煙治療に対する治療費用助成

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４５ 

第６章 第４期特定健康診査等実施計画 

１．特定健康診査・特定保健指導の目標値の設定 
 

 本計画の実行により、特定健診の実施率７０％、特定保健指導実施率３０％を令和１１年

度（２０２９年度）までに達成することを目標とする。（告示「特定健康診査及び特定保健指導

の適切かつ有効な実施を図るための基本的な方針」第２に定める目標値に準じることとする）  

 この目標値を達成するために、令和６年度以降の当組合における目標値を以下のとおり設

定する。 

 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

特定健康診査受診率 55％ 58％ 60％ 64％ 67％ 70％ 

特定保健指導実施率 26％ 27％ 28％ 28％ 29％ 30％ 

 
２．特定健康診査等の対象者数に関する事項 

（１）被保険者数見込 

 第３期の被保険者人数の推計は、当組合における被保険者数の異動状況資料を基に、過去３

年間の減少率の平均を乗じて算出した。年齢別は過去３年間の平均割合を按分。  

 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度  11 年度  

40 歳～64 歳 1,492 人 1,452 人 1,413 人 1,375 人 1,338 人 1,302 人 

65 歳～74 歳 673 人 655 人 638 人 621 人 604 人 588 人 

合 計 3,119 人 3,035 人 2,954 人 2,874 人 2,797 人 2,722 人 

 

（２）特定健康診査対象者数見込  

 第４期の被保険者人数の内４０歳から７４歳までの被保険者が対象となる。  
 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度  11 年度  

40 歳～64 歳 1,492 人 1,452 人 1,413 人 1,375 人 1,338 人 1,302 人 

65 歳～74 歳 673 人 655 人 638 人 621 人 604 人 588 人 

合 計  3,119 人 3,035 人 2,954 人 2,874 人 2,797 人 2,722 人 

 

（３）特定健康診査受診者数見込  

 第４期の各年度目標値にて算出  
 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

40 歳～64 歳 821 人 842 人 848 人 880 人 897 人 912 人 

65 歳～74 歳 370 人 380 人 383 人 397 人 405 人 411 人 

合 計 1,191 人 1,222 人 1,231 人 1,277 人 1,301 人 1,323 人 
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（４）特定保健指導対象者数見込  
 
  特定保健指導は第３期特定健診受診者の内の指導対象者平均値を使用して  

算出。（積極的支援 38.0％、動機付け支援 62.0％） 
 

【積極的支援】（65 歳以上は該当者なし） 
 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

40 歳～64 歳 48 人 48 人 51 人 50 人 61 人 53 人 

65 歳～74 歳 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

合 計 48 人 48 人 51 人 50 人 61 人 53 人 

 

【動機付け支援】 
 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

40 歳～64 歳 54 人 54 人 57 人 56 人 69 人 60 人 

65 歳～74 歳 24 人 24 人 26 人 25 人 31 人 27 人 

合 計 78 人 79 人 83 人 81 人 100 人 87 人 

 

【特定保健指導 全体】 
 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

40 歳～64 歳 87 人 88 人 92 人 90 人 111 人 97 人 

65 歳～74 歳 39 人 40 人 42 人 41 人 50 人 44 人 

合 計 126 人 127 人 134 人 131 人 161 人 140 人 

 

（５）特定保健指導利用者数見込  
 

 第４期の各年目標値にて算出  

 【積極的支援】 
 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

40 歳～64 歳 13 人 13 人 14 人 14 人 18 人 16 人 

65 歳～74 歳 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

合 計 13 人 13 人 14 人 14 人 18 人 16 人 

 

 【動機付け支援】 
 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

40 歳～64 歳 14 人 15 人 16 人 16 人 20 人 18 人 

65 歳～74 歳 6 人 7 人 7 人 7 人 9 人 8 人 

合 計 20 人 21 人 23 人 23 人 29 人 26 人 
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 【特定保健指導 全体】 
 

 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 

40 歳～64 歳 23 人 24 人 26 人 25 人 32 人 29 人 

65 歳～74 歳 10 人 11 人 12 人 11 人 14 人 13 人 

合 計 33 人 35 人 38 人 37 人 47 人 42 人 

 

３．特定健康診査・特定保健指導の実施方法・周知案内方法 

（１） 特定健康診査 

[１] 実施体制 

 集合契約を締結した医療機関で実施し、当組合と契約を締結している契約医療機関で

実施する。但し、必要に応じて健診機関等への委託も行う。  

 契約医療機関外の医療機関であっても、被保険者のデータの提供により受診可能とす

る。 

 

[２] 実施項目 

 実施項目は、以下のとおり、原則として「標準的な健診・保健指導プログラム」令和 6 年

度版 厚生労働省 健康局）第 2 編第 2 章に記載されている健診項目とする。  

 

【基本的な健診項目（必須項目）】  
 

質問項目 服薬歴、喫煙歴等 

身体計測 身長、体重、ＢＭＩ、腹囲（内臓脂肪面積）  

理学的検査 身体診察 

血圧測定 収縮期血圧、拡張期血圧 

血液

検査 

脂質検査 

空腹時中性脂肪、やむを得ない場合は随時中性脂肪、ＨＤＬコレス

テロール、ＬＤＬコレステロール又は non-ＨＤＬ（中性脂肪が４００

mg/dl 以上である場合や食後採決の場合）  

血糖検査 
空腹時血糖又はＨｂＡ１ｃ（NGSP 値）または随時血糖値（やむを得

ず空腹時以外に HbA1c を測定しない場合で食直後を除く）  

肝機能検査 ＡＳＴ（ＧＯＴ）、ＡＬＴ（ＧＰＴ）、γ－ＧＴ（γ－ＧＴＰ）  

尿検査 尿糖、尿蛋白 

 

【詳細な健診の項目（一定の基準の下、医師が必要と判断したものを選択）】  

 ◆ 心電図検査 

 ◆ 眼底検査 

 ◆ 貧血検査 

 ◆ 血清クレアチニン検査（ｅＧＦＲ）  

 

[３] 実施時期 

 特定健康診査の実施時期は、一定の受診期間を指定して実施する。  

 大協・京協共催の集団健診および京都工場保健会巡回型女性専用健診は夏期・秋期

の年度に２回、人間ドックに関しては通年とする。  
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 [４] 委託の有無 

 被保険者が京都府外に住居がある場合等で、委託機関での受診が困難である場合は、

代表医療保険者を通じて健診機関の全国組織との集合契約を結び、代行機関として国

民健康保険団体連合会を利用して決済を行い受診が可能になるよう措置する。  

 

[５] 受診方法 

 被保険者は指定された期間内に受診券及び保険証を持参し、指定された医療機関等

で受診する。 

 大協・京協の集団健診に関しては受診券を申込時に当組合に提出の上、健診日に保

険証と問診票を持参し、受診する。 

 特定健診（医師が必要とした際に実施する詳細項目含む）の費用は、全額組合負担と

する。 

 

[６] 周知・案内方法 

ア 健診の実施 

世帯主あてに対象者の受診券を送付し、特定健康診査の実施を周知する。  

また、各種チラシ及びポスター等で健診の必要性等について意識啓発を図る。組合

報や当組合のサイト・組合が実施する健康関連イベント等を活用し、周知・啓発を行う。  
 

イ 受診勧奨   

受診券送付後、一定の期間が経過した時点で、未受診者に対し受診勧奨を行う。勧

奨にあたっては、より効果的に受診を促せる方法・内容とする。（未受診者への栄養

士・保健師による電話での受診勧奨、文章での受診勧奨等）  
 

ウ 健診結果 

健診結果については、健診機関より受診者本人に直接伝える。  

 

 [８] 特定健康診査以外の健診受診者のデータ収集方法  

 特定健康診査の対象となる被保険者で、特定健康診査契約医療機関以外の健診を受

診した者については、その健診内容のうち特定健康診査の実施項目と重複する部分に

ついて当組合での実施が不要となる。 

 このため、受診結果を書面で提出してもらうなど受診結果の収集を行う。  

 

[９] 特定健康診査データの保管及び管理方法  

 特定健康診査データは、原則として特定健康診査を受託する医療機関が、国の定める

電子的標準様式により、京都府国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）へ提

出する。 

 なお、特定健康診査以外の健診を受診した者から収集した特定健康診査の結果データ

については、当組合が国の定める電子的標準様式により、国保連にデータを提出する。  

 特定健康診査に関するデータは、原則 5 年間保存とし、国保連に管理及び保管を委託

する。 
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(２) 特定保健指導 

[１] 実施体制 

当組合と契約を交わした保健指導実施機関に委託して実施する。  

集合契約については京都府、大阪府、滋賀県、兵庫県、奈良県と毎年度集合契約Ｂを結

んでいる。 

 

[２] 実施内容 

 実施内容は、「標準的な健診・保健指導プログラム」第 3 編第 3 章に記載されている内

容とする。 

 特定保健指導とは、対象者が自らの生活習慣の課題に気づき、健康的な行動変容の

方向性を自らが導き出せるよう支援するため、健康課題や優先順位を対象者と共に考え、

実行可能な行動目標を立てられるよう支援できる計画を対象者と共に作成し、個別面接

等を活用し行動変容のきっかけづくりを行うことである。  

 なお、特定保健指導計画は、対象者の保健指導の必要性ごとに「情報提供」、「動機付

け支援」、「積極的支援」に区分されるが、各保健指導の目標を明確化し、サービス等を

提供する必要がある。 

 

[３] 実施時期 

 特定保健指導は、４月から翌年９月末日までに着手するものとする。（通常は翌年３月

末日まで。但し特定健診の結果判定が翌年１月以降となった対象者に対しては翌年９月

末日までとなる） 

 

[４] 指導方法 

 指定された期間内に指定された場所で、利用券及び保険証を持参のうえ、指導を受け

る。 

 （公社）京都府栄養士会の栄養士によるオンラインでの保健指導も可能。特定保健指

導の費用は全額組合負担。 

 

[５] 周知・案内方法 

ア 特定保健指導の開始 

特定保健指導の対象者ごとに、特定保健指導利用券を送付し、指導の開始を周知す

る。また、各種チラシ及びポスター等で特定保健指導の必要性等について意識啓発

を図る。さらに、組合報や組合のサイト、組合が実施する健康関連イベント等を活用し、

周知・啓発を行う。 

 

[６] 特定保健指導データの保管及び管理方法  

 特定保健指導のデータは、原則として特定保健指導実施機関が、国の定める電子的標

準様式により、国保連へデータを提出する。  

 特定保健指導に関するデータは、原則 5 年間保存とし、国保連に管理及び保管を委託

する。 
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４．個人情報の保護、データの保管方法や保管体制等  

 当組合は、京都芸術家国民健康保険組合個人情報の保護に関する規程を遵守する。  

 当組合及び委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部に漏らし

てはならない。 

 当組合のデータ管理は、常務理事及び事務長とする。また、データの利用者は、当組合職

員に限る。 

 外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。  
 

 特定健康診査の実施に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号）、同法についてのガイドライン等及び、医療関連分野ガイダンス（「国民健康保険組合に

おけるガイダンス」等）に定める役員・職員の義務（データの正確性の確保、漏洩防止措置、

従業者の監督、委託先の監督）に基づき個人情報の漏洩防止に細心の注意を払う。  

 また、特定健康診査及び特定保健指導を委託した事業者についても、同様の取り扱いとす

るとともに業務によって知り得た情報については、守秘義務を徹底し、業務終了後も同様と

する。 

 さらに、個人情報の管理（書類の紛失・盗難等）にも十分留意するものとし、これらを取り扱

う者に対して、その内容の周知を図る。  
 

５．年間スケジュール   (受診券は４月上旬に発送) 
 

4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  1 月  2 月  3 月   

           

 

 

 

 

           

 

 

 

           

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

大協・京協集団健診 

巡回型女性専用健診 

受診勧奨 

健診受診 

特定保健指導 

人間ドック・中央診療所特別コース  

巡回型女性専用健診 

大協・京協集団健診 
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第７章 今後の取り組み(個別保健事業計画)について 

１．特定健診受診勧奨事業 

事業目的：未受診の対象者をなくしていく。特に若年層を中心に電話勧奨を実施することにより  

        若年層の受診率を向上させる。 

事業内容 

① 受診勧奨はがきの送付 (実施時期：8 月～10 月、12 月～1 月) 

   (対象者)  8 月～10 月：未受診者のうち、一部の団体被保険者、  
         12 月～ 1 月：未受診者全員 
 

② 未受診者への管理栄養士による電話勧奨  (実施時期：通年) 
 
   (対象者) 40 歳～59 歳までの未受診者 

 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗ
ｲﾝ 

目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

特定健診実施率  47.4% 55％ 58％ 60％ 64％ 67％ 70％ 

特定健診実施率  

( 40 歳代～50 歳代）  
47.2% 51％ 55％ 58％ 62％ 65％ 70％ 

(再掲 40 歳代）  48.9% 51％ 55％ 58％ 62％ 65％ 70％ 

(再掲 50 歳代）  45.8% 51％ 55％ 58％ 62％ 65％ 70％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

架電割合  50.7% 60％ 65％ 70％ 70％ 70％ 70％ 

(参考 )  

勧奨ハガキ  

送付割合  

100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

プ
ロ
セ
ス 

適切な時期に受診勧奨が実施できたか。  

計画したスケジュール通りに実施できたか。  

対象者は適切に抽出できたか。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算の確保はできたか。  

受診勧奨を実施する人員は確保できたか。  
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２．特定保健指導勧奨事業 
 
事業目的：電話勧奨を特定保健指導未利用者に実施することによって、特定保健指導の初回利  

       用を促す。 

事業内容 

① 特定保健指導事前調査の送付 (実施時期：通年) 
 
   (対象者) 特定保健指導対象者全員  
 
② 未受診者への管理栄養士による電話勧奨  (実施時期：通年) 
 
   (対象者) 特定保健指導未利用者全員  

 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗ
ｲﾝ 

目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

特定保健指導終

了率  
15.5% 26％ 27％ 28％ 28％ 29％ 30％ 

動機付け支援終

了率  
20.8% 26％ 27％ 28％ 28％ 29％ 30％ 

積極的支援  

終了率  
5.3% 26％ 27％ 28％ 28％ 29％ 30％ 

特定保健指導対

象者減少率  
18.9% 20％ 22％ 23％ 25％ 26％ 27％ 

内臓脂肪症候群

対象者割合  
11.4％  12％ 13％ 14％ 15％ 16％ 17％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

個人宅への架電

割合  
 82.7% 85％ 86％ 87％ 88％ 89％ 90％ 

プ
ロ
セ
ス 

対象者は適切に抽出できたか。  

適切な時期に受診勧奨が実施できたか。  

計画したスケジュール通りに実施できたか。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算の確保はできたか。  

受診勧奨を実施する人員は確保できたか。  

関係機関と連携を図れたか。  
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３．特定健診・特定保健指導インセンティブ事業  
 

事業目的：特定健診・特定保健指導のインセンティブ制度を平成３０年度より新設し、被保険者  

        の受診意識を高めることで特定健診受診率および特定保健指導利用率の向上を図  

       る。  

 

事業内容：特定健診(付加検診なし・単独)受診者を対象に 1,000 円～1,500 円(4 種類の内から 

       1 種類を選択)の健康ボーナスを進呈する。 

       特定保健指導終了者を対象に 2,000 円～2,500 円(4 種類の内から 1 種類を選択) 

        の健康ボーナスを進呈する。 
 

評

価

項

目 

評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗ

ｲﾝ 
目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

特定健診実施率  47.4% 55％ 58％ 60％ 64％ 67％ 70％ 

特定保健指導  

利用率  
15.5% 26％ 27％ 28％ 28％ 29％ 30％ 

特定健診単独受診率  16.7% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 19.0% 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

健診ボーナス贈呈数（贈

呈割合）  

162 人 198 人 203 人 205 人 212 人 216 人 220 人 

(95 .9%) (87 .5%) (87 .5%) (87 .5%) (87 .5%) (87 .5%) (87 .5%) 

指導ボーナス贈呈数  12 人  33 人  35 人  38 人  37 人  47 人  42 人  

プ
ロ
セ
ス 

事業の周知を実施できたか。  

計画したスケジュール通りに実施できたか。  

対象者は適切に抽出できたか。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算の確保はできたか。  
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４．各種健康診査助成事業 

事業目的：疾病の早期発見・早期治療のために、各種健康診査の受診者数を増加させ、各種健

康診査の検査項目であるがん検診やその他検診の受診率向上を目指す。  

事業内容：  

※金額はすべて税別  

 

 

 

 

 種別  対象者  事業の概要  

被 保 険

者 負 担

率  

実施時

期  

実 施

体制  

①  半日ドック 

35 歳以上  

自己負担額：15,000 円  
差額(約 30,000 円)を組合が負担  

33 .3％  

通年  

健
診
機
関
に
委
託 

②  ミニドック  
自己負担額：5,000 円  
差額(約 20,000 円)を組合が負担  

20 .0％  

③  脳ドック 

自己負担：15,000 円（単独）  
       10 ,000 円（併用）  
健診費用の差額（約 26,000 円（単独）、
約 20,500 円 (併用)）は組合が負担  

37 .2％  
(単独 )  
32 .8％  
(併用 )  

④  肺ドック 
自己負担：10,000 円  
健診費用の差額（約 14,000 円）は組合
が負担  

41 .6％  

⑤  1 泊ドック  
自己負担：30,000 円  
健診費用の差額（約 35,000 円）は組合
が負担  

46 .2％  

⑥  ジャスト健診  

年度内に 35・40・
45 ・ 50 ・ 55 ・ 60 ・
65 歳に到達する
もの  

自己負担：ミニドックが 0 円(無料)  
       半日ドックが 10,000 円  
ミニドックの健診費用 (約 25,000 円 )は
組合が負担  
半日ドックの健診費用の差額（ 35,000
円）を組合が負担  

－  
 
22 .2％  
 

⑦  
大 協 ・ 京 協

集団健診  

40 歳以上  

自己負担：0 円 (無料)  
健診費用全額（約 15,000 円）は組合が
負担  

－  春・秋  

⑧  
特定健診  

特別コース  

自己負担：0 円  
健診費用全額 (約 13,000 円 )は組合が
負担  

－  通年  

⑨  
巡回型女性  

専用健診  

自己負担：0 円 (無料)  
健診費用全額 (約 21,000 円 )は組合負
担  
(平成 30 年度～ )  

－  春・秋  

⑩  
契約医療機

関外健診  

特定健診を含む健診に対し上限 20,000
円まで助成。費用が 20,000 円未満の場
合は実費分まで助成。  

- 通年  

⑪  郵送検診  

大腸がん検診：便潜血検査   2 ,370 円  
肺  が  ん検診：喀痰検査     3 ,246 円  
子宮がん検診：子宮細胞診  
          50 歳以上    2 ,846 円  
          50 歳未満    2 ,646 円  
前立腺がん検診：PSA 測定  3 ,146 円  
歯周病リスク検診：唾液検査   2 ,546 円  
自己負担：0 円 (無料)  
健診費用全額は組合が負担（平成 29
年度～）  

－  秋  
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評価

項目  
評価指標  

ﾍﾞｰｽ

ﾗｲﾝ 
目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

受
診
率 

胃がん  

 (バリウム）  
10 .5% 12％  13％  14％  15％  16％  17％  

胃がん  

(胃カメラ）  
11 .3% 12％  13％  14％  15％  16％  17％  

肺がん  

(胸部 X 腺）  
31 .2% 32％  33％  34％  35％  36％  37％  

肺がん  

(喀痰）  
4.0% 4.1％  4.2％  4.3％  4.4％  4.5％  4.6％  

大腸がん  27 .9% 29％  30％  31％  32％  33％  34％  

前立腺  10 .9% 11％  12％  13％  14％  15％  16％  

マンモグラフィー  5.0% 5.1％  5.2％  5.3％  5.4％  5.5％  5.6％  

乳房エコー  4.0% 4.1％  4.2％  4.3％  4.4％  4.5％  4.6％  

子宮がん  11 .2% 11.3％  11 .4％  11 .5％  11 .6％  11 .7％  11 .8％  

脳  MRI 2.7% 2.8% 2.8% 2.8% 2.9% 3.0% 3.1% 

肺 CT 0.2% 0.3% 0.4% 0.5% 0.5% 0.5% 0.6% 

歯周病健診  3.2% 3.3% 3.4% 3.5% 3.6% 3.7% 3.8% 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

受
診
率 

半日ドック 12 .8% 13％  14％  15％  16％  17％  18％  

ミニドック  8.7% 9％  10％  11％  12％  13％  14％  

(再掲）  

ジャスト健診  
44 .9% 45％  46％  47％  48％  49％  50％  

1 泊ドック  0.0% 0.01％  0.01％  0.01％  0.01％  0.01％  0.01％  

脳ドック 2.7% 2.8% 2.8% 2.8% 2.9% 3.0% 3.1% 

肺ドック 0.2% 0.3％  0.3％  0.3％  0.3％  0.3％  0.3％  

巡回型女性  

専用健診  
3.4% 4％  5％  6％  7％  8％  9％  

大協・京協  

共同健診  
4.3% 5％  6％  7％  7％  7％  7％  

特定健診  

特別コース  
7.1% 8％  8％  8％  8％  8％  9％  

契約医療  

機関外健診  
0.6% 0.7％  0.8％  0.9％  0.9％  0.9％  0.9％  

郵送検診  

(大腸がん）  
4.7% 5％  5％  5％  5％  5％  5％  

郵送検診  

（子宮がん）  
1.2% 1.3％  1.3％  1.3％  1.3％  1.3％  1.3％  

郵送検診  

(肺がん）  
3.2% 3.3％  3.3％  3.3％  3.3％  3.3％  3.3％  

郵送検診  

(前立腺がん）  
1.8% 2％  2％  2％  2％  2％  2％  

郵送検診  

(歯周病リスク )  
3.2% 3.3% 3.4% 3.5% 3.6% 3.7% 3.8% 



５６ 

プ
ロ
セ
ス 

計画したスケジュール通りに実施できたか。  

適切な時期に案内できたか。  

ス
ト
ラ

ク
チ
ャ

ー 

予算を確保できたか。  

関係機関と連携を図れたか。  

 

 

５．糖尿病性腎症重症化予防事業(未受診者対策)  

事業目的： 糖尿病の要医療レベルにある未治療者に受診勧奨を行い、医療機関受診につなげ

る。(平成 31 年度より新規事業として実施する。) 

事業内容：対象者へ受診勧奨文書と主治医連絡票、パンフレットを送付する。  

     京都府栄養士会による受診勧奨電話を実施し、保健指導希望者には保健指導も実施

する。 

（対 象 者） 特定健診結果にて空腹時血糖 126mg/dl 以上または随時血糖 200mg/dl 

      以上または HbA1c：6.5％以上の者かつ糖尿病のレセプトがない者 

 

評

価

項

目 

評価指標 

ベースラ

イン  
目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

対象者の医療機関

受診率  
36.4% 37％ 38％ 39％ 39％ 39％ 40％ 

糖尿病重症化予防

保健指導利用率  
0% 1％ 3％ 5％ 6％ 8％ 10％ 

HbA1c8 .0％以上の

者の割合  
0.3% 0.28％  0.27％  0.25％  0.23％  0.21％  0.2％ 

高血糖者の割合  4.4 % 4.3％ 4.2％ 4.2％ 4.1％ 4.0％ 4.0％ 

HbA1c6 .5％以上の

者のうち、糖尿病レ

セプトがない者の割

合  

4.4 % 4.3％ 4.2％ 4.1％ 4.1％ 4.0％ 4.0％ 

ア
ウ
ト
プ

ッ
ト 

対象者への書面に

よる通知率  
100% 100% 100% 100% 100% 100% 100％ 

栄養士による電話

勧奨実施率  
100% 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

プ
ロ
セ
ス 

計画したスケジュール通りに実施できたか。  

関係機関と連携を図れたか。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算を確保できたか。  

受診勧奨、保健指導の人員を確保できたか。  

 



５７ 

６．健康情報誌等の提供事業 
 

事業目的：データヘルス計画の分析結果に基づき、重点的に健康課題に対応した情報誌の  

       配付を行い、被保険者の健康増進、疾病予防につなげる。  

事業内容：食生活、飲酒、運動に関する内容に関する冊子を年度内に 1 種以上配付する。 

 
 

７．健康料理教室・ウォーキング等健康教室事業事業  
 

事業目的： データヘルス計画の分析結果も含めた教室(保健指導等)を年 1 回は実施し、 

       被保険者の健康保持と健康意識の向上に努める。  

事業内容：料理教室：9 月、ウォーキング：10 月～12 月 

      (対象者)芸国被保険者全員のうち、希望者 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗ
ｲﾝ 

目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

健康教 室実 施

件数  

0 回  

/年度  

3 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

プ
ロ
セ
ス 

適切な時期に案内できたか。  

事業全体をスケジュールどおり実施する。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算を確保する。  

人員を確保する。  

関係機関との連携を図る。 (委託先)  

評価

項目 
評価指標 

ベースラ

イン  
目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

食生活、飲酒、

運 動 に 関 す る

冊子等の配付

数 (割合 )  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

2 回  

/年度  

プ
ロ
セ
ス 

計画したスケジュール通りに実施できたか。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算を確保できたか。  



５８ 

８．後発医薬品差額通知事業 
 

事業目的：後発医薬品差額通知の送付により先発薬剤から後発医薬品への切り替えを促し、医

療費適正化を目指す。  

事業内容：通知時期：7 月、10 月、12 月、3 月 

       (対象者) 切り替えた場合の被保険者負担額が、300 円以上差額が出る 40 歳以上 

              の被保険者 
 

 

９．医療費通知事業 
 

事業目的： 医療費通知の送付により、不正や誤記録を予防し、医療費適正化を目指す。  

事業内容：年に 6 回、医療費通知を世帯主宛に送付する。  
 

評価  

項目  
評価指標  

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ  目標値  

R4 

年度  

R6 

年度  

R7 

年度  

R8 

年度  

R9 

年度  

R10 

年度  

R11 

年度  

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

医療費通知回数  4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 

プ
ロ
セ
ス 

適切な時期に通知できていたか。  

対象者は適切に抽出できていたか。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算は確保できたか。  

関係機関との連携はとれたか。  

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗ
ｲﾝ 

目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

普及率  

（数量シェア）  
79.4% 79.6% 79.7% 79.8% 79.9% 80% 80.1% 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

後発医薬品  

差額通知回数  
4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 

プ
ロ
セ
ス 

適切な時期に通知できていたか。  

対象者は適切に抽出できていたか。  

年齢別など類型化し、把握できているか。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

予算は確保できたか。  

関係機関との連携はとれたか。  
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１０．インフルエンザ予防接種助成事業 

事業目的：インフルエンザワクチンの接種者人数を増加させ、重症化の防止を目指す。   

事業内容：インフルエンザ予防接種の接種費用のうち 2，000 円を上限に助成を実施する。 

        インセンティブ健康ボーナスのインフルエンザ予防接種Ｗ補助券使用の場合は  

       さらに 1,500 円を助成 
 

       (助成条件)：0 歳～64 歳までの芸国被保険者。 

               インセンティブ健康ボーナスの W 補助券があるもののみ 65 歳以上 

                  でも助成可能。 
 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

インフルエンザ予防

接種率  
15.8% 16％ 17％ 18％ 19％ 19.5％  20％ 

プ
ロ
セ
ス 

適切な時期に案内できていたか。  

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー 

予算は確保できたか。  

 

１１．健康増進施設斡旋事業 

事業目的：健康増進施設の利用数の増加を図り、被保険者の内臓脂肪症候群の予防と健康の

保持増進を目指す。 

事業内容： 

施設名  実施概要  

京都エミナース  

竹の郷温泉 

対象者 ：全被保険者  
実施期間：年間を通して実施  
自己負担：   

大人 1,800 円 

子供 900 円 

幼児 700 円 

実施体制：健康施設と提携  

京都  

アクアリーナ  

対象者 ：全被保険者  
実施期間：年間を通して実施  
自己負担： 

プール  一般 400 円 

プール  小・中学生  200 円 

トレーニングルーム  一般 200 円 

プール・トレーニングルーム  一般 500 円 

スケートリンク  一般 800 円 

スケートリンク  小・中学生  400 円 

実施体制：健康施設と提携  
【令和 5 年度より開始】 
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評
価
項
目 

評価指標 

ﾍﾞｰｽ

ﾗｲﾝ 
目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

竹の郷温泉  

申込数  170 枚  100 枚  100 枚  100 枚  100 枚  100 枚  100 枚  

利用者数  10 人  10 人  10 人  10 人  10 人  10 人  10 人  

利用率  5.9% 10％  10％  10％  10％  10％  10％  

京都  

アクアリーナ  

申込数  - 110 枚  120 枚  120 枚 120 枚 120 枚 120 枚 

利用者数  - 18 人  20 人  22 人  23 人  24 人  25 人  

利用率  - 16％  17％  18％  19％  20％  21％  

プ
ロ
セ
ス 

適切な時期に案内できていたか。  

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ

ー 予算を確保できていたか。  

 

１２．禁煙治療に対する費用助成事業 
 

事業目的：喫煙状態にある被保険者に対し禁煙治療の助成を行うことで、禁煙を促す。  

事業内容：  禁煙外来治療を行っている任意の医療機関で保険適用による禁煙外来治療（禁煙
治療プログラム）を受診した被保険者の治療に要した自己負担額分を全額助成す
る。 

     〇保険診療で３割負担の場合およそ 12,000 円～20,000 円程度。 

評価項

目 
評価指標 

ベース  

ライン  
目標値 

R4 
年度 

R6 
年度 

R7 
年度 

R8 
年度 

R9 
年度 

R10 
年度 

R11 
年度 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

禁煙治療費
用助成件数  

０人  １人  １人  １人  １人  １人  １人  

プ
ロ
セ
ス 

適切な時期に案内できていたか。  

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー 

予算を確保できていたか。  

関係機関との連携は図れていたか。  
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13．その他の保健事業 
 
これまで記載してきた保健事業の他、当組合で実施している保健事業は下表のとおりである。  

事業名  実施概要  

市民がん検診の助成  

骨粗しょう症予防検診の助成  

事業内容：市民がん検診、市が行う骨粗しょう症予防検診を受診した  

       場合、その自己負担費用全額助成  

対象者 ：35 歳以上の被保険者  

実施期間：年間を通して実施  

自己負担：無料  

個別歯科健診  

事業内容：①(社)京都府歯科医師会会員の医療機関と契約し歯及び  

          歯列、咬合、歯周組織検査の検診を実施。  

       ②京都府外の医療機関にて受診した保険適用外の歯科  

          健診に対して助成。  

対象者：18 歳以上の被保険者  

実施月：年間を通して実施  

自己負担：①の場合、1,000 円 

       ②の場合、3,400 円を上限に助成。  

実施体制：業者委託  

家庭常備薬の斡旋  

事業内容：家庭常備薬購入の斡旋を実施  

対象者：被保険者  

実施月：9 月 

実施体制：業者委託  

無給付世帯表彰  

事業内容：前年度一度も保険給付を受けていない世帯に対し記念品  

       を贈呈  

対象者：1 年間無受診の世帯  

実施月：7 月 

実施体制：業者委託  

「洛和会ヘルスケアシステム」

を利用した保健指導  

事業内容：フィットネス付き特定保健指導。運動プログラム料金の一  

        部(3 ヶ月分)と特定保健指導費用全額を組合が負担  

対象者：特定保健指導積極的支援対象者の内、希望者  

実施月：年間を通して実施  

自己負担：11,000 円 

実施体制：業者委託  

所属団体健康づくり活動の助

成事業  

事業内容：所属団体主催でウォーキングやセミナー、中央診療所  

        特別コースを受診した場合健康づくり活動助成金を助成  

対象：所属団体  

実施期間：通年（1 団体年 5 回） 

出産・育児支援事業  事業内容：出産予定の方に妊娠期のガイドブックを支給  

       出産された方に出産のお祝い品を支給  

       0 歳児から 3 歳児までに育児雑誌を支給  

対象：被保険者  

実施期間：通年（1 団体年 5 回） 

特定健診継続受診者表彰  事業内容：5 年間継続して特定健診を受診した被保険者に対し  

        記念品を贈呈。 (5 年に 1 度)  

対象：継続して特定健診を受診している被保険者  

実施期間：1 月 
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第８章 計画の進行管理等 

１．データヘルス計画（保健事業実施計画）の見直し 

 本計画の見直しは、計画に掲げた目的・目標の達成状況や保健事業の経過・推移・実績を

評価した上、最終年度となる令和 11 年度に行う。また、個別の保健事業においては、毎年度

継続的に事業の分析及び集計（PDCA サイクル）を行い、翌年度以降の法律的・効果的な保健

事業に役立てる。 

 なお、保健事業の実施状況や健康課題並びに疾病構造の変化、その他法改正、国の方針

変更などにより事業内容及び計画の目的・目標を見直す場合には、計画書の見直し又は変

更・修正を行う。 

 

２．計画の公表・周知 

 本計画は広報紙又はホームページに掲載し公表する。  

 

３．事業運営上の留意事項 

 本計画の運営にあたっては、医療機関などの委託業者や関係機関・関係団体と十分連携を

図りながら効果的・効率的な保健事業を推進する。 

 

４．個人情報の保護 

 当組合は、京都芸術家国民健康保険組合個人情報の保護に関する規程を遵守する。  

 当組合及び委託された健診・保健指導機関は、保健事業によって知り得た情報を外部に漏

らしてはならない。 

 当組合のデータ管理は、常務理事及び事務長とする。また、データの利用者は、当組合職員

に限る。 

 外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。  

 特定健康診査の実施に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号）、同法についてのガイドライン等及び、医療関連分野ガイダンス（「国民健康保険組合にお

けるガイダンス」等）に定める役員・職員の義務（データの正確性の確保、漏洩防止措置、従業

者の監督、委託先の監督）に基づき個人情報の漏洩防止に細心の注意を払う。  

 また、特定健康診査及び特定保健指導を委託した事業者についても、同様の取り扱いとする

とともに業務によって知り得た情報については、守秘義務を徹底し、業務終了後も同様とする。  

 さらに、個人情報の管理（書類の紛失・盗難等）にも十分留意するものとし、これらを取り扱う

者に対して、その内容の周知を図る。  

 

５．その他計画策定にあたっての留意事項 

 本計画の策定及び計画の見直し又は変更・修正を行うときは、京都府国民健康保険団体連

合会が設置する「支援・評価委員会」の指導・助言を受けるものとする。  
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６．参考資料 

厚労省様式 3-1 生活習慣病 

疾病と治療 疾患名 

① 糖尿病 糖尿病 

② インスリン療法 インスリン在宅自己注射指導管理科点数コード  

レセ電産コード 

③ 高血圧 高血圧症 

本態性高血圧症 

④ 高脂血症 高脂血症 

高 HDL 血症 

高 LDL 血症 

高トリグリセライド血症 

⑤ 高尿酸血症 高尿酸血症 

⑥ 肝機能障害 脂肪肝 

アルコール性肝炎 

⑦ 糖尿病性神経障害 糖尿病末梢神経障害 

⑧ 糖尿病性網膜症 糖尿病性網膜症 

⑨ 糖尿病性腎症 糖尿病腎症 

⑩ 痛風腎  

⑪ 高血圧性腎臓障害 高血圧性腎疾患 

腎硬化症 

⑫脳血管疾患  

 ⑬ 脳出血 脳内出血 

⑭ 脳梗塞 脳梗塞 

⑮ その他脳血管疾 脳卒中 

⑯ 虚血性心疾患 狭心症 

虚血性心疾患 

急性心筋梗塞 

心筋梗塞 

⑰ 動脈閉塞 糖尿病性壊疽 

⑱ 大動脈疾患  

⑲ 人工透析 人工腎臓の点数表コード、レセ電産コード  

（糖尿病又は高血圧があるものに限る）  
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［改定履歴］ 

 改定日 年度 改定内容 

1 令和 6 年 5 月 令和 5 年度 新規策定 

 


